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 アメリカ連邦政府の図書館立法はどのような変遷を経て 60 年に渡り継続されたの
だろうか。連邦補助金支出の根拠となる連邦制定法が 1956 年に成立した図書館サー
ビス法（Library Service Act，公法 84-597）である。同法は 1964 年に図書館サービ
ス建設法（Library Services and Construction Act, 公法 88-269），1996 年に図書館
サービス技術法（Library Services and Technology Act，公法 104-209）へと法律題
名を変更しつつ 2016 年まで継続されている。以下，この 3 つの法律を総称する際に
は「アメリカ連邦図書館立法」と表記する。  
 本研究では，アメリカ連邦図書館立法の成立と変遷を通史として明らかにするため，
















































1.1.2 連邦政府の公共図書館支援政策  
 公共図書館行政に係る連邦政府の関与は「機会均等の保証」および「卓越した教育
の追及」に限定される5。連邦政府による実際の図書館行政に関する一般業務としてマ










 この役割を具現化したのが 1956 年に制定された図書館サービス法である。同法は
1964 年に図書館サービス建設法，1996 年に図書館サービス技術法と法律題名が変更
されつつ，2016 年に至るまで再授権（延長）され，継続されている法律である。連邦
















 図書館サービス建設法は 1964 年から 1995 年まで約 30 年間施行された。当初は図
書館サービス法の成功を受け，対象事業の拡大と予算の増額が行われた。その後，法
律の再授権と改正が繰り返されるなかで時代の変化に応じた図書館サービス支援事業
が実施された。1996 年に博物館図書館サービス法（Museum and Library Services Act）
が成立し，この法律の第 2 編に図書館サービス技術法が置かれた。  
 アメリカ連邦図書館立法に規定される図書館サービス支援事業の概要は次のとおり
である。1956 年の図書館サービス法成立時から図書館サービス技術法 2010 年改正法
まで継続されているのが，全ての州および準州に対する補助金の交付である。当該立
法の「第 1 編 図書館サービス」事業に基づき，各州および準州に対し定額交付金が
配分される。アメリカ連邦図書館立法の予算の大部を占める主要事業である。「第 2
編 図書館建設」事業は公共図書館の建設に対する補助金交付事業である。「第 3 編 相
互協力」事業は広域サービス構築に対する連邦補助金交付事業である。「第 2 編 図書





ス法の第 2編に位置付けられる。第 3 編には博物館サービス法（Museum Services Act）
が置かれる。1996 年以降，連邦政府の図書館・博物館支援事業は博物館図書館サービ
ス法の下で実施されている。また図書館サービス技術法は前身となる図書館サービス













Museum and Library Services）に置かれた。この組織は 1996 年に図書館サービス
技術法を含む博物館図書館サービス法の成立によって新設されたものである。1996
年度以降，連邦政府による全国の博物館と図書館を支援する法律および組織が統合さ
れた。博物館図書館サービス機構については，第 7 章で詳しく述べる。  
 
1.1.3 アメリカ連邦図書館立法と 20 世紀以降のアメリカ社会  
 図書館サービス法に始まるアメリカ連邦図書館立法は，いかなる時代背景のもとで
成立し展開されてきたのかについて概観する。  













法案提出の働きかけを開始し，10 年以上の期間をかけた後 1956 年に図書館サービス
法が成立した。  
 1957 年，スプートニク・ショックを受けた連邦政府は，教育行政への関与を拡大さ
せた。1961 年に，ドワイト・D. アイゼンハワー（Dwight D. Eisenhower）大統領の
共和党政権から民主党ジョン・F. ケネディ（John F. Kennedy）大統領へと政権が移
























る 500 程の連邦特定補助金事業のうちの 90 の補助金を 3 つのブロックに統合すると
いう計画が注目を集めた14。図書館サービス建設法を含む教育分野の支出も，この期
間に大幅な削減またはゼロ予算が大統領府から提案された。  
 1990 年代に入りジョージ・H. W. ブッシュ（George・H. W. Bush）大統領へと共
和党政権が引き継がれた頃は，情報通信技術革命前夜の状態であった。1992 年の大統
領選挙年にウィリアム・ジェファーソン・クリントン（William Jefferson Clinton）
候補とアルバート・アーノルド・ゴア・ジュニア（Albert Arnold Gore, Jr）による情
報スーパーハイウェイ構想やクリントン大統領就任後の全国情報基盤（National 











あったのは地方自治体の 85.7％，次が州の 7.0％，続いてその他の 6.8％である16。 
 一方 2012 会計年度の州の図書館行政機関の歳入に占める連邦政府からの資金の割
合は平均 18.4％であった17。州からの予算は 77.3％，その他が 4.3％であった。連邦
資金の割合が 50％を超えたのはテキサス州の 54.5％，ネブラスカ州の 53.3％，コロ















 研究の目的と方法  








































1.2.2 研究の課題と方法  

















 調査 a）図書館団体の政策形成過程への関与に関する調査  
 調査 b）連邦議会における立法過程の調査  
 




























  アメリカ連邦図書館立法に関与するアクターに関し，デイビット・シャビト（Davit 























表 1-1 アメリカにおける連邦レベルの公共図書館政策策定の参加者  
組織のカテゴリ  組織名称  
立法府（General Legislative）  連邦議会  
公共図書館に関する立法  
（Public Librarianship Legislative） 
連邦議会小委員会  
行政府（Executive）  大統領  
管理運営（Administrative）  連邦教育省  
専門的利益団体  
（Professional Interests）  
アメリカ図書館協会  
出典：Shavit, David. “Participants in Pulic Librarianship Policy Making(Table 1),” 






















アメリカ合衆国大統領に属すると規定されている。任期は 1 期 4 年である。大統領の
下に内閣，大統領府，行政委員会，独立行政機関，政府公社が置かれる。三権分立に
より，大統領には法案提出権がないが，“「必要かつ良策と考える施策について議会に

























越えて投票を行う交差投票（cross voting）が見られる31。  
 
（4）連邦議会委員会32 







（Committee on Health, Education, Labor and Pensions），下院では教育・労働委員
会（Committee on Education and the Workforce）となっている。  
 
（5）アメリカ図書館協会（American Library Association，ALA） 






委員会（Committee on Legislation，以下 COL）35がありその内に，図書館サービス














（6）アメリカ図書館協会ワシントン事務所（ALA Washington Office）  
 連邦政府および議会に対する図書館立法等に関する活動を実施するため，1945 年に
ワシントン D.C.に開設された。現在は政府関係局（Office of Government Relations，
以下 OGR）と情報技術政策局（Office for Information Technology Policy，以下 OITP）
が組織されている。職責は政策策定の指導的役割，OGR および OITP の運営支援，広























  調査対象とした資料は，アメリカ図書館協会の機関誌である ALA Bulletin，
American Libraries のほか，Library Journal，Wilson Library Bulletin，図書館関
係の年鑑である Library and Book Trade Almanac 等を対象に情報を収集した。この
他に，アメリカ図書館協会ワシントン事務所の発行する ALA Washington Office 
Newsletter および ALA Washington Office Newsline を収集・調査した。また，州立
図書館行政機構長団体（The Chief Officer of State Library Agencies，以下 COSLA）




























過程を図 1-1 に示す。  


























 調査 c）アメリカ連邦図書館立法の改正経緯調査  
 









法 1956 年制定法から現行法である図書館サービス技術法 2010 年改正法までを対象と
した調査を行う。その際に用いる時代区分については，次の通り検討した。  
 ポール・T. イェーガー（Paul T. Jaeger）他は「民主主義における図書館・政策・
政治：4 つの歴史的出来事（Libraries, Policy, and Politics in a Democracy: Four 
Historical Epochs）」と題した 2013 年の論稿において次の 4 つの時代区分を用いてい
る41。  
 
（1）＜地方の時代＞1830 年代から第一次世界大戦前まで  
（2）＜戦時下の時代＞第一次世界大戦から第二次世界大戦にかけて  
（3）＜財政的支援の時代＞1950 年代から 1990 年代前半にかけて  
（4）＜革新の時代＞1990 年代後半以降  
 









 エドワード・G. ホリ （ーEdward G. Holley）とロバート・F. シュレムサ （ーRobert 
F. Schremser）は著書『図書館サービス建設法：主要な参加者の視点による歴史的概
観（The Library Services and Construction Act: a historical overview from the 
viewpoint of major participants）』において以下の時代区分を用いている42。ホリー
とシュレムサーは，アメリカ図書館協会が公共図書館に対する連邦援助の要望を決定
した 1920 年代から図書館サービス建設法の施行時期である 1981 年までの期間を対象
としている。  
 
（1）＜連邦図書館立法への初期の試み＞1920 年代から 1950 年まで 
（2）＜図書館サービス法の出現＞1950 年から 1956 年まで  
（3）＜図書館サービス法の履行：予算と管理＞1956 年から 1960 年まで  
（4）＜図書館サービス法延長の論争＞1960 年 
（5）＜ケネディ時代＞1961 年から 1963 年まで  
（6）＜リンドン・ジョンソンと偉大な社会＞1963 年から 1968 年まで  













 表 1-2 アメリカ連邦図書館立法の改正経緯（1956 年－2010 年） 
年 立法に関する
事項  










公法 86-679  




公法 88-269  
第 1 編「図書館サービス」地域制限を撤廃  





公法 89-511  
5 年間の延長  
第 3 編「図書館協力」  
第 4 編 A「収容施設に対する州の図書館サービ
ス」  
第 4 編 B「身体障がい者に対する図書館サービ
ス」  
1970 LSCA1970 年  
改正法  
公法 91-600   
5 年間の延長  






公法 93-29    
第 4 編「高齢利用者に対するサービス」追加  
1974 LSCA1974 年  




1977 LSCA1977 年  
公法 95-123  










公法 98-480  
5 年間の延長  
第 4 編「インディアン部族に対する図書館サー
ビス」第 5 編「外国語資料の購入」  

















公法 101-254  
5 年間の延長  
第 1 編，第 2 編，第 3 編で技術利用の強調  
第 7 編「LSCA の評価」 








1997 年総合的歳出予算統合法制定  



















公法 108-81  
5 年間の延長  
 
2010 LSTA2010 年 
公法 111-340  
5 年間の延長  
第 3 款 B 目に「ローラ・ブッシュ 21 世紀図書
館員事業」追加  
出典：Molz, Redmond Kathleen and Dain, Phyllis『シビックスペース・サイバース
ペース：情報化社会を活性化するアメリカ公共図書館』[Civic space/Cyberspace : the 
American Public Library in the Information Age]山本順一訳，勉誠出版，2013， 
p.118-120.を基に改正および延長に係る部分を要約し 2003 年以降を加筆 . 
 
 次に，各時代区分について述べる。第 2 章では，成立前史を含む「図書館サービス
法の成立」を述べる。第 3 章では「図書館サービス建設法前期」として図書館サービ
ス建設法 1964 年制定法と 1966 年改正法を対象に論じた。この期間は，のちに詳述す
る連邦公共図書館支援の主要 3 事業が設置され，事業拡大の時期であった。第 4 章は



















究の構成については本章の 1.6 節で詳述する。 
 本研究は，アメリカ連邦図書館立法の成立と変遷を解明するという研究目標に対し











図 1-2 本研究の構図  
 
 用語の定義  








































 先行研究  
























 その後図書館サービス法成立から 20 年を迎えた時期に『ライブラリー・トレンズ
（Library Trends）』において連邦図書館政策が特集されている 54。図書館サービス法
の制定から 25 年目には，主要な関係者に対するインタビュー調査が行われた 55。この
調査は The Library Services and Construction Act: An historical Overview from 















2003 年改正法以降は対象とされていない。  
 他に 1950 年から 2006 年の公共図書館における成人教育への関与を考察したブレン














ービス技術法 2010 年改正法までを含めた通史研究を行う。  
 
1.4.2 連邦政府の公共図書館支援事業に関する先行研究  
 連邦公共図書館政策初期の活動を明らかにする研究に，図書館サービス建設法の「第
1 編 州図書館サービス」に基づく実施事業を対象に，連邦資金の影響を分析した文




















ても法令・政策分野が重視されつつあることを指摘している 74。  





（National Commission on Library and Information Science）やアメリカ図書館協
会（American Library Association）が発表した「図書館システムの基準」を例に取
り上げ，日本における図書館・情報政策推進のための環境整備の必要を述べている。  


































 構成と概要  
 本研究は 8 章構成であり，各章の概要は次のとおりである。  
 28 
 
 「第 1 章 序論」では，研究背景，研究の目的と方法，用語の定義，先行研究およ
び研究の意義について述べた。  





 「第 3 章 図書館サービス建設法前期」では図書館サービス建設法前期を対象に，
法律の改正に係るアクターの活動と法律内容の変遷を明らかにする。図書館サービス
法から図書館サービス建設法への改正と連邦公共図書館政策拡大の経緯を把握する。  
 「第 4 章 図書館サービス建設法中期」では図書館サービス建設法中期を対象に，
法律の改正に係るアクターの活動と法律内容の変遷を明らかにするとともに，大統領
府の提案した法案と図書館団体の提案に関する議論について述べる。  




 「第 6 章 図書館サービス技術法の成立」では，図書館サービス建設法 1990 年改正
法が図書館サービス技術法 1996 年制定法に置き換えられた期間を連邦公共図書館支
援政策の転換期に位置づけ，法案成立までの政策形成過程を分析した。  
 「第 7 章 図書館サービス技術法の展開」では，図書館サービス技術法 1996 年制定
法，2003 年改正法および 2010 年改正法を対象に，1996 年以降の連邦公共図書館支
援政策の変遷を検証した。  
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 最初に 20 世紀前半の公共図書館を取り巻く社会状況と連邦政府の活動を概観する。
次にこれを踏まえて「連邦政府による全国の公共図書館への財政援助」を政策課題化
するために行われた図書館団体の活動を分析する。そして連邦議員によって法案が提
出されるものの成立に至らなかった 1945 年から 1955 年の経緯を整理する。さらに図













 このような社会状況の変化を踏まえ，次に 1956 年図書館サービス法が成立する以
前の連邦政府の公共図書館に関する活動を概観する。1913 年，連邦教育局による全国
図書館実態調査が実施された。この報告書において所蔵冊数が 1,000 冊以上の無料公
共図書館が 3,062 館あり，地域的にもばらつきがあることが報告された 1。  





























































要素としての連邦政府補助金の要求” 17が明確に示された。  
 1936 年には，カーネギー財団の招待によるウィルヘルム・ムンテ（Wilhelm Munthe）




 公共図書館サービスに関する州間格差について，川崎18による 1935 年の統計データ
にもとづく分析がある。1935 年 6 月下旬にデンバーで開催されたアメリカ図書館協
会年次大会で，連邦援助に明確に反対したコネチカット州図書館協会，ニュージャー
ジー州図書館協会，マサチューセッツ図書館クラブは，州全域サービスを展開してお
















































































かったために連邦議会へのロビイング活動がうまく行われなかった点を挙げた 27。  
 そして翌 1945 年 10 月 1 日にアメリカ図書館協会ワシントン事務所が開設された。













 1945 年以降，第 79 議会から図書館サービス法が成立する第 84 議会までの全会期







の審議には至らなかった。1946 年 3 月 12 日，上下両院で再度法案が提出されたが，
第 79 議会の期間内での成立には至らなかった。第 80 議会（1947-48 年）で同様の法

















ネットは精力的に議員に対して法案の成立を働きかけた。第 81 議会（1949-50 年）
では，下院のインディアナ州選出民主党のレイ・J. マッデン下院議員（Ray J. Madden，
民主党，インディアナ州選出）議員他から 4 本の法案が提出された。下院の教育労働
委員会（Committee on Education and the Workforce）においても承認の報告が行わ
れた。しかしその後 5 時間に及ぶ議論の末，下院本会議において賛成 161 票，反対
164 票の 3 票差で否決された。上院では再び 3 名の共同提出者によって図書館振興法
案が提出されたが進展はなかった。  











 第 83 議会（1953-54 年）では，13 名の下院議員と 9 名の上院議員から法案が提出
された。しかし上下両院の委員会で，今回の会期では教育に対する連邦支援補助金に
関するすべての立法が棚上げされた。これは，1955 年 6 月に発表される『ケステン
バウム報告（Kestenbaum Report）』を予想してのことであった。この報告書は連邦










2.1.3  図書館サービス法 1956 年制定法の立法過程 
 本項では，第 84 連邦議会（1955-56 年）での図書館サービス法形成過程を分析す
る。最初に成立までの概要を述べる。  
 第 84 議会で上院 18 名，下院 27 名の議員から同一内容の図書館サービス法案が上
程された。同法案成立までの審議過程は次のとおりである。図書館サービス法案は
1955 年 7 月 29 日に下院教育労働委員会で H.R.2840 法案が可決され，1956 年 5 月 8
日に下院本会議で可決された。上院でも労働委員会において S.205 法案が 1956 年 5
月 29 日に承認され，上院に上程された。  
 上院では，1956 年 5 月 23 日に S.205 法案および下院を通過した H.R.2840 法案に
関する公聴会が開かれた。公聴会は上院労働厚生委員会教育小委員会によって実施さ
れた。ニュージャージー教育省州図書館，アーカイブズ，歴史部（The Division of the 
State Library, Archives, and History in the New Jersey Department of Education）



























 また，図書館サービス法案の予算要求額である年度あたり 750 万ドルについては，
ジェット爆撃機一機分にあたる額であるとした。あわせて，学校給食に対する連邦援
助に 1 億 904 万 4,000 ドルが 1954 会計年度に充てられたことを挙げ，図書館サービ




 テネシー州ジョンソン市ワトーガ地域図書館（Watauga Regional Library）の図書
館員であるキャサリン・C. カルバートソン（Katheryn C. Culbertson）34はブックモ
 43 
 
ービルで人口 75 名から 100 名ほどの地域を回っていた時のことについて述べた。カ
ルバートソンは停車した先々の住民との交流を通じて“我々はどんな地域にいる誰の
ためにでも，あらゆる主題の本を調達することができる（We can get any book for any 
person from any place on any subject）”を自らのブックモービルのスローガンとす
ることを決めたと語った。ヒル上院議員がブックモービルの経費を訊ね，カルバート
ソンは 6,500 ドルと回答した。  
 連邦議会での審議過程において賛成と反対の双方の意見が出された。図書館サービ
ス法案に対する反対意見として次のことが挙げられた 35。1946 年から 1955 年の間の
公共図書館の設置数は，連邦が補助をしていなくとも増加している事実があった。公
共図書館未設置数は，1946 年は 661 郡であったが，1956 年には 404 郡に減少してい
た。つまり，公共図書館の問題は州と自治体で改善可能なことを証明していると主張
された36。さらに，公共図書館未設置の 404 郡のうち，338 郡は 12 州に集中しており，
さらに 268 郡は 7 州に集中している。つまり，問題を抱えているのはいくつかの州に
特定される，という意見が挙がった37。 



















としても，予算額は少額であり 1956 年当時の連邦財政において年間 750 万ドルが支
出できない状況ではないこと，軍事予算の大きさに比べて，教育予算が少なすぎると
いう意見を主張した。さらにあくまで時限立法であることが強調された。  
 1956 年 6 月 6 日に上院本会議で S.205 法案が可決された。同年 6 月 19 日アイゼン
ハワー大統領の署名により，最初の法案提出から 10 年を経て，図書館サービス法（公
法 84-597）が成立した42。同年 8 月 1 日には，適用対象地域にグァムが加えられる改
正が行われた（公法 84-896）。  













 図書館サービス法成立と同じ 1956 年に「公共図書館協会公共図書館基準の修正に









2.1.4  図書館サービス法の延長  
 図書館サービス法の終了期限は 1960 年 9 月 30 日であった。期限の到来に先立ち，
1958 年 1 月号の『アメリカン・ライブラリー・アソシエーション・ブルティン（ALA 
Bulletin）』で図書館サービス法の継続への協力が呼びかけられた 44。アメリカ図書館
協会連邦関係委員会委員長（Chairman of the ALA Federal Relations Committee）

















 1960 年に入り，連邦議会第 86 議会の第 2 会期において上下両院で多くの議員から
図書館サービス法の延長に関する法案の提出が行われた。1 月 6 日，カール・エリオ




支持する法案が追加提出された。上院では，ヒル議員と 52 名の共同提出者が S.2830
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法案を提出し，下院同様図書館サービス法の延長を提案した49。同法は 1960 年 8 月
31 日成立し，5 年間の延長が承認された。  




図書館サービス建設法の成立につながることとなる。詳細を第 3 章で述べる。  
 
2.2  図書館サービス法の内容  
 本研究では，図書館サービス法に始まる連邦政府の公共図書館支援政策の変遷を検
討することを研究課題 2 として挙げている。本節では図書館サービス法 1956 年制定














育・福祉省（U.S. Department of Health, Education, and Welfare）の教育局図書館
サービス課（Office of Education, the Library Services Branch）が発行した『State 
Plans under the Library Services Act Supplement 2, A Progress Report the First 
Three Years: Fiscal Years 1957, 1958, 1959』（以下，報告書）を基にまとめた50。  
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① 州図書館行政機関の強化  
  州図書館行政機関の強化のために，職員の増強が必要とされた。職種は，管理職，




前より 80％以上増加した。採用人数が多い州はニューヨーク州の 7 名，次にヴァーモ
ント州の 6 名であった。なお，上記報告書において新規に雇用された職員は統計上「フ
ィールド・ライブラリアン（Field Librarians）」「その他の専門図書館員（Other 





















③ 連携協力プロジェクト  
 州図書館行政機関と図書館，または地方自治体の図書館の間における連携協力に対





































象として，州フィールド・コンサルタントサービス振興機構（The Institute on State 
Field Consultant Services）による支援が実施された。この試みはアメリカ図書館協
会公共図書館部図書館サービス法に関する調整委員会（The Coordinating Committee 
for the Library Services Act of the ALA’s Public Libraries Division）および同協会
総務部人事管理部門（The Section on Personnel Administration of the ALA’s Library 
Administration Division）の後援によって，1958 年 1 月 24 日から 26 日にかけてシ
カゴで実施され，116 名が参加した。  































 各州の図書館サービス法の実施状況は，1 年目となる 1957 年度には，36 州の公共
図書館サービス計画が承認された。他の州はサービスが一部有料制であるなど，図書
館サービス法の要件に反していたため，その改善に要する時間が必要だったケースが
あった。1958 年度には 50 州から州計画が提出された。ワイオミング州とデラウェア
州は 1960 会計年度開始から州計画が作成された 53。 
 
2.2.2  図書館サービス法の構成   










 第 3 条から第 6 条は予算に関する規定である。第 3 条は「支出の認可」を定めてい
る。1957 会計年度を含む 5 年間に対し毎年度 750 万ドルの支出を承認している。ま
たこの受領条件として，州はサービス拡張計画を提出し，連邦教育事務官によってそ
の計画が承認されることを定めている。  



















 第 6 条は州への交付に関する規定である。第 6 条（a）では，連邦補助金の支出要
件として，州計画に基づく必要経費のうち州および地方からの支出財源が確保されて
いることが規定される。第 6 条（b）は教育事務官の経費見積もり事務が定められる。








諸島は 66%とする。  
 連邦負担割合は，各偶数年の 7 月 1 日から 8 月 31 日の間の各州およびアラスカを
除く全州の最近 3 年の一人当たり所得額の平均額を基礎として算出される。その後教
育事務官によって交付されるこの割合が，次の 7 月 1 日に始まる 2 年の会計年度にお
いて適用される。第 6 条（d）は各州に対する連邦負担割合の公布に関して規定され
る。第 6 条（e）は建設または土地建物購入に対する支出禁止規定である。第 6 条（f）
は非農村地域への支出禁止規定である。ただし，農村地域の公共図書館サービス拡張
を目的とした非農村地域の図書館への支出を禁ずるものではないと述べられている。  





















































 次節において，図書館サービス法の予算作成経緯について述べる。  
 
2.3  図書館サービス法の予算作成過程  
 前項において図書館サービス法に基づく補助金交付のプロセスを概観した。本節で
は，図書館サービス法を予算の面から明らかにする。最初にアメリカの予算策定過程
の概要を述べる。次に図書館サービス法 1957 会計年度および 1960 会計年度を対象に，
連邦議会の予算作成過程を検討する。  
 








行う連邦議会予算局（Congressional Budget Office，以下 CBO）がある。大統領府
には連邦政府予算の編成を所管する財務省の行政管理予算局（Office of Management 
and Budget，以下 OMB）59が置かれる。  
 現在行われている年度予算の作成過程 60は，10 月 1 日の新会計年度61開始に先立つ












2.3.2  図書館サービス法の予算成立経過  
 図書館サービス法に基づく予算は 1957 年から 1964 年の会計年度において，各年度
750 万ドルを上限とした歳出が連邦議会で承認された。しかし連邦政府が歳出承認し
た実際の予算配分額は，1957 会計年度が 205 万ドル，1958 会計年度が 500 万ドル，
1959 会計年度が 600 万ドルであった62。図書館サービス法延長後の 1960 会計年度か
ら 1964 会計年度にかけては，750 万ドルの歳出が承認された。一方大統領府の予算
要求額は 1958，1959 会計年度とも 300 万ドル63であったが，1960 会計年度以降増額
し 1962 会計年度から 1964 会計年度には 750 万ドルが要求された。表 2-1 に図書館
サービス法に基づく歳出上限額，大統領府の予算要求額，連邦議会の歳出承認額の
1957 会計年度から 1964 会計年度にかけての推移を示す。  
  
表 2-1 図書館サービス法（LSA）連邦資金（1957－1964 会計年度）  
（単位：ドル）  
年 LSA 歳出上限額  大統領府予算要求額  連邦議会歳出承認額  
1957 7,500,000 0 2,050,000 
1958 7,500,000 3,000,000 5,000,000 
1959 7,500,000 3,000,000 6,000,000 
1960 7,500,000 6,650,000 7,500,000 
1961 7,500,000 7,300,000 7,500,000 
1962 7,500,000 7,500,000 7,500,000 
1963 7,500,000 7,500,000 7,500,000 
1964 7,500,000 7,500,000 7,500,000 
出典：Holley, Edward G. and Schremser, Robert F. The Library Services and 
Construction Act: a historical overview from the viewpoint of major participants. 










連邦議会における図書館サービス法の 1957 会計年度歳出予算承認の経過を表 2-2 に
まとめた。  
 
表 2-2 図書館サービス法 1957 会計年度歳出予算承認経過  
年 月 日  予算に関する経過  
1956 年 7 月 20 日  政府予算案の議会提出  
1956 年 7 月 21 日  上院予算委員会の報告書提出，750 万ドル歳出承認  
1956 年 7 月 25 日  上院図書館サービス法への 750 万ドルを含む予算法案可決  
1956 年 7 月 26 日  上下両院で第二次追加予算法案に関する会議  
下院の出席者から  図書館サービス法予算額の減額提案があり，
205 万ドルの歳出を承認  
出典：Holley, Edward G. and Schremser, Robert F. The Library Services and 
Construction Act: a historical overview from the viewpoint of major participants. 






段階の課題として，750 万ドルを獲得することは図書館団体の新たな課題であった 65。 
















ステムが新設もしくは改善された。また，1957 年から 1959 年の 3 年間の成果を受け，
多くの賛成票を得て 1960 年度に図書館サービス法が再授権されたことを先に述べた
が，予算についても同様の影響があり，1960 年度以降は歳出上限額の 750 万ドルが
充当された。  
  
























































に関する成果として次の 6 点を挙げている。（1）図書館サービス法 1960 年再授権，
（2）1961 年に提案された州間協定，（3）1961 年オムニバス図書館法案，（4）1963
年図書館サービス建設法，（5）1965 年医学図書館援助法（The Medical Library 













2.4.2  図書館サービス法の内容  













邦議会の予算審議へもよい影響を与えた。1960 会計年度以降の 750 万ドルの歳出承
認満額配分を訴える際の材料となった71。  
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第3章 図書館サービス建設法前期  
 








的とする。3.1 節で研究課題 1 に挙げたアクターの活動と政策形成過程を分析する。
3.2 節で研究課題 2 に挙げた法律内容の変遷の分析に基づき，図書館サービス建設法
1964 年制定法，同法 1966 年改正法を対象に法律内容の変化を調査する。3.3 節で図
書館サービス法前期の連邦政府の図書館立法の変遷をまとめる。  
 





めの活動がみられた。そのため，1961 年から 1963 年の期間についても背景として調
査の対象に含めるものとする。  






 図書館サービス法では人口 1 万人以下の農村地域であった援助対象の制限が撤廃さ









3.1.1  ケネディ－ジョンソン政権期の状況  
 ケネディ大統領が就任した 1961 年から 1963 年の期間は図書館サービス法のターニ
ング・ポイントであったといわれる1。そのため本項では 1964 年の図書館サービス建
設法の成立に至る背景として，1961 年から 1963 年を含めるものとする。1964 年の
図書館サービス建設法の成立と改正は，ケネディおよびジョンソン両大統領による図
書館政策への強力なサポートによって実現した。他の連邦教育関係立法として，1965
年には高等教育法（Higher Education Act），初等・中等教育法（Elementary and 
Secondary Education Act）が，図書館関係立法として医学図書館援助法が成立した。
同時期，アメリカ連邦図書館立法にとっての黄金期といわれる時期を迎えていた。  
 ケネディ大統領は，1962 年 1 月 29 日に「国民教育改善法案」とその法案の通過を





様建設費にも補助金の交付を行える 3 か年事業の承認を勧告する”2と述べた。  











等教育の発展が見られた。村上4は（1）1960 年には 1 億 8,000 万人であった人口が，
1966 年には 1 億 9,700 万人へと増加しており，6 年間で 1,700 万人の人口増加があっ




府間関係諮問委員会（Advisory Commission on Intergovernmental Relations, 以下













3.1.2  図書館サービス建設法の形成過程  
 本項では，図書館サービス建設法 1964 年制定法および同 1966 年改正法の審議過程
を整理して示す。  
 
3.1.2.1  図書館サービス法 1964 年制定法の審議過程 





際し一部連邦資金を負担することが含まれた 7。上院では同年 10 月 29 日にウェイン・
モールス上院議員（Wayne Morse，民主党，オレゴン州選出）が下院の法案と同内容
の S.2265 法案を提出した。同法案に対して異議を唱えたのは，上院労働公共福祉委
員会の 15 名のうち, 共和党議員 2 名のみであった8。11 月 26 日，上院本会議におい
て S.2265 法案は賛成 89 票，反対 7 票で可決された。  
 下院でも，1964 年 1 月 21 日に図書館サービス建設法案は賛成 254 票，反対 107
票で修正付きで成立した。図書館サービス建設法案は建設交付金事業の新設と都市部
の公共図書館への援助拡大，および歳出上限額を 750 万ドルから 2,500 万ドルに引き
上げることが加えられた。1964 年 1 月 30 日，下院で図書館サービス建設法修正法案
が可決され，2 月 11 日にジョンソン大統領の署名により図書館サービス建設法（公法
88-269）が成立した。連邦資金の歳出限度額が 750 万ドルから 4,500 万ドル以上 1 億
4,000 万ドル未満と大幅な増額が承認された。図書館サービス建設法 1964 年制定法の
要点は次のとおりである。  
 
（1）1964 年 7 月 1 日付け農村地区人口制限の削除。削除に伴い，規模にかかわらず
すべての地域において便益が拡大される。  
（2）第 1 編に基づく配分額の改正。（a）グァム，アメリカン・サモア，バージン諸
島は 1 万ドルから 2 万 5,000 ドルに増額，（b）各州は 4 万ドルから 10 万ドルに
増額。  







3.1.2.2  図書館サービス建設法 1966 年改正法 




 1966 年，アメリカ図書館協会は「公共図書館システムの最低基準 1966 年版（Min
imum Standards for Public Library Systems）」を発表した。これは「公共図書館
サービス：評価と最低基準ガイド（Public Library Service: A Guide to Evaluatio




図書館サービス建設法 1966 年改正法との関係では，第 1 編の図書館サービスと第 3
編の相互協力に関わる。当時の図書館の状況は，電気通信技術の発達に伴い相互協力
や図書館システムが拡大された時期であった。  
 連邦議会では，1966 年 1 月 18 日カール・D. パーキンス下院議員（Carl D. Perkins，
民主党，ケンタッキー州選出）が図書館サービス建設法案（以下，H.R.12133 法案）
を提出した。H.R.12133 法案では，「第 3 編  相互協力」の新設が盛り込まれた。  
同年 2 月 18 日に上院でジョージ・マクガバン上院議員（George McGovern，民主党，
サウスダコタ州選出）が同内容の S.2802 法案を提出した。図書館サービス建設法の
再授権は，超党的な協力が行われた。  






 同年 2 月 28 日にドナルド・フレイザー下院議員（Donald Fraser，民主党，ミネソ
タ州選出）が H.R.13115 法案を提出した。この法案では，パーキンス下院議員とマク
ガバン上院議員が提案した第 1 編から第 3 編に新しく第 4 編に「専門的州立図書館サ








設図書館協会（Association of Hospital and Institution Libraries）」，および公共図
書館協会のメンバーによって熱心に討議された11。図書館員たちは図書館サービス建
設法改正法の成立のために全国的な支援活動の展開が必要であることを認識した。  
 1966 年 3 月 1 日に発表されたジョンソン大統領の「厚生・教育教書（Health and 
Education Message）」12で，大統領は図書館サービス建設法の延長を提言した。大統
領は同時に「第 1 編 公共図書館サービス」の予算を 1966 年度より 250 万ドル増額し
た 2,750 万ドルとし，1967 年度から 4 年間支出することも提案した。さらに「第 2
編 公共図書館建設」に対して 3,000 万ドルの予算配分を求め , 総額 5,750 万ドルを
1967 会計年度予算として提案した。  
  1966 年 3 月 14 日，上院労働厚生委員長のヒル上院議員は 52 名の共同提出者を得
て図書館サービス建設法の延長のため S.3076 法案を提出した13。超党的な協力と 40
州からの支援がこの法案を後押しした。1966 年 3 月 29 日ローマン・パッキンスキー
下院議員（Roman Pucinski，民主党，イリノイ州選出）が別の図書館サービス建設
法の再授権法案である H.R.14050 法案を提出した。  
 パッキンスキー下院議員は，下院教育労働委員会選択教育小委員会（以下，選択教








訳は「第 1 編 公共図書館サービス」に 3,500 万ドル，「第 2 編 公共図書館建設」事
業に 4,000 万ドル，「第 3 編 相互協力（Interlibrary Cooperation）」事業に 500 万ド
ル，「第 4 編 専門図書館サービス A 州立施設図書館サービス（State Institutional 
Library Services），B 身体障がい者への図書館サービス（Library Services to the 
Physically Handicapped）」事業に 800 万ドルであった。さらに，1968 年度から 1971
年度を通じて 1,000 万ドルの増額が提案された。  
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 最終的に下院の H.R.14050 法案は委員会全員の承認を得て，1966 年 4 月 27 日に委
員会報告書が提出された。議会議事録によると，同年 6 月 2 日，下院で 2 時間におよ
ぶ議論が行われ，図書館サービス建設法 1966 年改正法（H.R.14050）が承認された。




れ，同年 6 月 22 日に技術的な修正を含め承認された。同年 6 月 28 日，下院で上院修
正版の H.R.14050 法案が全会一致で承認された後，ジョンソン大統領の署名により，
同年 7 月 19 日，図書館サービス建設法 1966 年改正法が成立し，1971 年 6 月 30 日ま
で延長された。  










 ジョンソン大統領の提案を受け，1966 年 9 月 2 日に大統領令 11301 号により「全















3.2 図書館サービス建設法前期の内容  




 図書館サービス建設法 1964 年制定法は，「第 1 編 公共図書館サービス」，「第 2 編 公






 各州への割当額が 4 万ドルから 10 万ドルに増額された。また米国領バージン諸島
への割当額が 1 万ドルから 2 万 5,000 ドルに増額された。  
（3）「第 2 編 公共図書館建設」の追加  
 州計画で策定され，連邦教育長官の承認を得た公共図書館建設を対象に補助金を交
付することが規定された。  
 具体的な各編の内容は次のとおりである。  











 次に，図書館サービス建設法 1966 年改正法では「第 3 編 相互協力」事業，「第 4
編 専門図書館サービス A.州立施設図書館サービス，B.身体障がい者への図書館サー
ビス」事業が追加となった。主要な改正点は次のとおりである。  
（1）「第 2 条 目的(a)」の修正  
 この法の目的に“相互協力の促進および，専門的な州図書館サービス実施の支援”
が加えられた。  
（2）「第 3 編 相互協力」の追加  
（3）「第 4 編 A.州立施設図書館サービス，B.身体障がい者への図書館サービス」の
追加  
  
 「第 2 編 公共図書館建設」の資金は 1966 年改正により，図書館としての利用を目



























 同法の予算額として，1966 会計年度厚生教育福祉予算法（公法 89-156）に基づき
5,500 万ドルの歳出が承認された。内訳は「第 1 編 公共図書館サービス」事業に 2,500
万ドル，「第 2 編 公共図書館建設」事業に 3,000 万ドルであった。  
 
3.3 まとめ  














案作成が行われるという変化がみられた。民主党政権期であった第 87 議会（1960 年





 次に，研究課題 2 の法律内容の変遷の分析結果を述べる。図書館サービス建設法
1964 年制定法および 1966 年改正法の内容を整理した結果，この時期にアメリカ連邦
図書館立法の中心となる 3 つの事業が開始されたことを指摘した。図書館サービス建
設法 1964 年制定法で「第 1 編 公共図書館サービス」と「第 2 編  公共図書館建設」



























                                               
1 Holley, Edward G. and Schremser, Robert F. The Library Services and Con
struction Act: an historical overview from the viewpoint of major participa
nts. Greenwich, JAI Press, 1983, p.35. 
2 Kennedy, John F., Special Message to the Congress on Education. http://ww
w.presidency.ucsb.edu/ws/?pid=9487, （accessed 2016-06-01）. 
3 Stecker, Phillis B. ed. The Bowker Annual of Library and Book Trade Info
rmation 1965. R.R. Bowker, 1966, p.163. 
4 村上美代治「アメリカ公共図書館法の発展と法−LSA、LSCA の成立、意義、発展−」『ラ
イブラリアンシップ』  No.11,1980.7,p.1-16. 
5 ACIR, Categorical Grants: Their Role and Design; The Intergovernmental Grant 




7 Krettek, Germaine and Howard, Hubbard, “Public Libraries Bill Goes to Rules 
Committee,” Wilson Library Bulletin, Vol.38, No.2, 1963.10, p.187. 
8 前掲 7， Vol.38, No.4, 1963.12, p.355.  
9 Krettek, Germaine and Cooke, Eileen D., “Bipartisan Backing For LSCA,” 
Wilson Library Bulletin, Vol.40, No.8, 1966.4, p.779. 
10 1966 年 1 月 24 日から 29 日にかけ，シカゴで開催された。  
11 Krettek, Germaine and Cooke, Eileen D., “LSCA Amendments of 1966,” Wi
lson Library Bulletin, Vol.40, No.7, 1966.3, p.645. 
12 Jonson, Lyndon B., Special Message to the Congress on Domestic Health 
and Education. 1966.3.1, http://www.presidency.ucsb.edu/ws/?pid=28111, (acc
essed 2016-06-01). 
13 Krettek, Germaine and Cooke, Eileen D., “House Passes Appropriation Bill
 269 to122,” Wilson Library Bulletin, Vol.40, No.9, 1966.5, p.869. 
14 John Gardner 厚生教育（HEW)長官（Secretary)，Harold HoweⅡ教育省長官（C
ommissioner）．  
15 Mason, Marilyn Gell. The Federal Role in Library and Information Servic
es. Knowledge Industry Publications, 1983, p.63. 
16 前掲 1，p.75.  
17 前掲 1，p.76.  
18 前掲 1，p.76.  
19 前掲 1，p.76.  
20 P.L.88-269. https://www.gpo.gov/fdsys/pkg/STATUTE-78/pdf/STATUTE-78-Pg1
1.pdf，(accessed 2016-09-07）. 
21 Hughey, Elizabeth H. “The Library Services and Construction Act during 
Fiscal Year 1971,” The Bowker annual of library & book trade information 17 th 
ed. Janice Johnson ed. New York, R. R. Bowker, p.216. 








 第 3 章では，図書館サービス建設法の成立に大統領の活動が強く影響したこと，お
よび図書館サービス建設法の中心的な事業が開始されたこと中心に，図書館サービス
建設法の成立期について検討した。  
 本章では，図書館サービス建設法中期として 1970 年から 1980 年を対象とした分析
を行う。この期間は「偉大な社会」計画を受け，図書館サービス建設法の下で連邦公
共図書館支援事業が拡大されて以降の展開が各アクターで模索された。この期間は共
和党ニクソン大統領（1969 年−1973 年），共和党フォード大統領（1974 年−1976 年），
民主党ジェイムズ・アール・ジュニア・カータ （ーJames Earl Jr. Carter）大統領（1977
年−1980 年）の就任期間にあたる。  
 図書館サービス建設法中期は , 次の 3 点から連邦政府の役割の変更が試みられたが，
結果として同法が維持された時期として区分できる。（1）ニクソン大統領による連邦
公共図書館支援事業を縮小する提案が行われたこと，（2）図書館団体が参加した「図
書館および情報サービスに関するホワイトハウス会議（White House Conference on 
Library and Information Services，以下 WHCLIS）」において全国図書館法の提案が
行われたこと，（3）双方の提案が連邦議会の審議によって不成立となり，図書館サー
ビス建設法が継続されたこと，である。  






4.1 図書館サービス建設法中期の形成過程と社会背景  
4.1.1 ニクソンーフォードーカーター政権期の状況  






補助金とは対照的なものであった。「1972 年州・地方財政援助法（State and Local 
Fiscal Assistance Act of 1972）」の成立に伴い，全国的な一般交付金制度が導入され
た。しかし同時に分野別補助金事業のすべてが継続されたことから，ニクソン大統領
は一般交付金制度の実施に乗り出す意図を持っていなかったとモルツとダインは指摘
している2。同法は 5 年の時限立法で，2 度の延長の後 1986 年を最終年度にレーガン
政権下において廃止された。  
 1974 年 8 月，ウォーターゲート事件によりニクソン大統領が任期途中で辞任し，
後任として副大統領であったジェラルド・フォードが大統領に就任した。しかし 1976
年の大統領選挙に敗れ，1977 年に民主党のジミー・カーターへと政権が移った。カー
ター大統領の就任期間である 1977 年から 1980 年は，インフレ率が戦後最も高い 13％
となり，失業率も 7％に達した。連邦政府の財政赤字拡大と，1973 年に始まる第 1 次





60 年代の成功は完全な解決策ではなかった”との見方を示した4。  
 次項において，図書館サービス建設法の予算をめぐる大統領と連邦議会の活動を分
析するにあたり，1960 年代から 1970 年代の連邦補助金政策の動きをみておくことと



































を分析する。また，本章の調査対象期間は 1970 年からとしているが，1970 会計年度
の作成は 1969 年から始まることから，1969 年の活動を分析対象に含めるものとする。 
 まず，1970 会計年度について述べる。1969 年 1 月 15 日，ジョンソン大統領は 1969
年 7 月 1 日から始まる 1970 会計年度の予算教書を発表した。予算教書で連邦公共図
書館支援事業に対し 2 億 200 万ドルが提案された。しかし実際の歳出承認額は 1969








表  4-1 図書館サービス建設法中期の連邦議会歳出承認額と政府予算案（1970－1980 会計年度）        
（単位：ドル）  
会計年度  連邦議会歳出承認額  政府予算案  大統領（政党）  
1970 48,516,250 23,209,000 ニクソン（共和党）  
1971 47,801,500 35,459,000 〃 
1972 58,350,000 18,449,000 〃 
1973 84,500,000 30,000,000 〃 
1974 51,749,000 0 〃 
1975 51,749,000 25,000,000 フォード（共和党）  
1976 51,749,000 0 〃 
1976TQ* 12,937,000 12,937,000 〃 
1977 60,237,000 45,086,000 〃 
1978 60,237,000 60,237,000 カーター（民主党）  
1979 67,500,000 60,237,000 〃 
1980 67,500,000 60,237,000 〃 
1981 74,500,000 74,500,000 〃 
出典：Holley, Edward G. and Schremser, Robert F. The Library Services and Construction 
Act: a historical overview from the viewpoint of major participants. Greenwich, JAI 
Press, 1983, p.150-155.に基づき筆者作成  
*会計年度の期間変更により，1976 年 7 月 1 日から 9 月 30 日が移行期間（Transitional Quarter）
となる  
  




が所管するすべての活動のうち約 25％の削減にあたる10。  
  ニクソン大統領による予算削減提案に対する図書館団体の活動については，ホリー
と シュレムスの文献に詳しい11。以下に参照し，概要をまとめる。1969 年 7 月 31 日
に下院で 1970 会計年度の保健教育厚生予算法案が賛成 393 票，反対 16 票で成立し，
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176億ドルが承認された。教育予算は 9億ドルの増額となった。このうち 7,768万 5,000
ドルが図書館サービス建設法，初等中等教育法および高等教育法の図書館事業に充て
られた。図書館サービス建設法の予算はジョンソン前大統領の提案額である 4,989 万
4,000 ドルが承認された。一方上院では同予算法案が拒否された。  
 1969 年 7 月 1 日に連邦会計年度がスタートして 4 ヶ月を経過していたが上院では
保健教育厚生予算法案の審議は行われなかった。第 91 連邦議会（1968－69 年）の上
院の議席は，民主党 57 議席に対し共和党 43 議席であった。第 90 連邦議会（1966－
67 年）は民主党 64 議席に対し共和党 36 議席であったことから，1960 年代末は共和
党が議席を増やしつつあった。  
 結局下院が予算継続決議（H.J. Res.969）を提出し，1969 年 12 月 7 日にニクソン
大統領の署名により 1970 年度の暫定予算が成立した。予算継続決議への署名にあた
り，ニクソン大統領が連邦政府の省庁高官あてのメモで，1969 年 4 月に示した補正
予算額を超える支出を行う意志がないことを強調した 12。さらに“連邦議会がすべて
の予算法案と歳入策に関する活動を完了するまで，追加予算の支出は約束できない”
とした13。その 2 日後に賛成 88 票，反対 4 票で 1970 年度労働保健教育厚生予算法案
（H.R.13111）が上院を通過した。同法案はニクソン大統領に送付されたが，1970 年
1 月 26 日に大統領は拒否権を発動した。1970 年 1 月 28 日に，下院で拒否権を無効
にするための投票が行われた。しかし投票結果は 226 票対 191 票となり，民主党は拒
否権を無効にするための 3 分の 2 の投票条件を満たすことはできなかった。  
 次に 1971 会計年度予算の成立過程を述べる。1970 年 2 月 2 日，ニクソン大統領は
1971 年度の予算教書を連邦議会に提出した。図書館事業に関する予算は 1970 年度よ
り 250 万ドル減額された。さらに図書館サービス建設法第 2 編の図書館建設関係予算
はゼロ査定とされた。1970 年 3 月 4 日，下院において 324 票対 55 票で上院案の 1970
年度保健教育厚生予算法案が承認された。ニクソン大統領は 1970 年 3 月 5 日にこの
法案に署名をした。1971 年度の図書館サービス建設法の歳出承認額は，ニクソン大統
領の提案より 2,000 万ドル多く，ジョンソン大統領が提案したよりも 500 万ドル少な
い 4,326 万 6,250 ドルであった。  
 また連邦の公共図書館支援事業の履行にあたる行政機関においても予算執行の段階
で障害があった。1970 年 10 月 8 日，保健教育厚生省（The Department of Health, 
Education, and Welfare）は連邦教育局の 1971 会計年度予算（1970 年 7 月 1 日から
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1971 年 6 月 30 日まで）の保留を伝えた。これは義務的経費に関する連邦司法省の意




 1973 会計年度では，ニクソン大統領は各州への補助金に 3,000 万ドル，相互協力に
273 万ドルを提案した。公共図書館建設の補助へは予算をつけなかった。  









  1973 年 6 月 26 日，下院は大統領の図書館事業に対するゼロ予算提案を拒否した。
これはダニエル・フラッド下院議員（Daniel Flood，民主党，ペンシルバニア州選出）




















Committee for Full Funding of Education Programs）」を設置した。また『アメリカ
図書館協会ワシントン・ニューズレター（ALA Washington Office Newsletter）』を
通じて政府の予算に関する動向が伝えられた。1969 年 4 月 17 日号では，同年 4 月 15
日の連邦教育省次官の発表が伝えられた。1969 年 4 月 20 日から 26 日に開かれた全
国図書館週間でのニクソン大統領の演説の内容は 1969 年 5 月 2 日号で伝えられた。







額は大きく変動しなかった。1980 年 4 月 17 日，連邦議会図書館のグレート・ホール
で「第 5 回州図書館員集会（Assembly of State Librarians）」が開催された。この場
でジョン・ブレイドマス議員（John Brademas，民主党インディアナ州選出）20がイ
ンフレ下における連邦予算の調整と連邦公共図書館支援事業について“調整は困難で
あるが，少なくとも前年度レベルを維持することに注力する”  21と述べた。  
  1981 会計年度予算に関して，1980 年 3 月 12 日に「上院労働保健教育厚生予算小





と比較し増額の提案がされた。内訳は，「第 1 編 公共図書館サービス」事業は同額の
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6,250 万ドル，「第 3 編 相互協力」事業が 500 万ドルから 1,200 万ドルへと増額され
た。しかしインフレの進行により今後の減額が危惧された。また連邦議会議員も選挙
年へ向けて有権者の顔色を窺う時期であった。  
  他方，図書館サービス建設法「第 2 編 公共図書館建設」事業に対して，保健教育
福祉予算以外から連邦資金が投入された。1966 年にはアパラチア地域開発法 23から，
1968 年には公共事業経済法から資金が投入され，図書館サービス建設法はその恩恵に


































書館情報学国家委員会法案は 1969 年 5 月 23 日に上院を，1970 年 4 月 20 日に下院を
























ウス会議（White House Conference on Library and Information Services，以下
WHCLIS）」の開催について定められた公法 93-568 が承認された。WHCLIS の開催
の任務を図書館情報学国家委員会が担うこととなった。1975 年には，同委員会による
『図書館・情報サービスの全国計画（Toward a National Program for Library and 
Information Services）』が公表された。その後カーター大統領が，1977 会計年度補
正予算において WHCLIS 開催経費として 350 万ドルの支出を承認した30。1977 年か
ら 1979 年にかけて，各州，統治領，およびアメリカ・インディアンの会議において
予備会議が行われ，約 3,000 件の決議案件が挙げられた31。  
 1979 年 11 月 15 日から 19 日にかけて，カーター大統領の招集によって第 1 回
WHCLIS がワシントン D.C.で開催された。全国から 911 名の代表者と 1,000 名を超





  第１回 WHCLIS は，図書館情報学国家委員会によって『1980 年代の情報




善」が置かれ，第 2 編に「公共図書館サービス」，第 3 編に「公共サービスに関する


























 1970 年 9 月 21 日，上院では賛成 63 票反対 0 票の全会一致で図書館サービス建設
法 1970 年改正法（以下 S.3318 法案）が通過した。これに先立ち 1970 年 1 月 27 日
に上院で公聴会が開催された。S.3318 法案の主な改正内容は，「第 4 編 A 施設収容者
へのサービス」事業と「第 4 編 B 身体障がい者サービス」事業を「第 1 編 公共図書
館サービス」事業に統合すること，州図書館行政機関の強化，国および地方のリソー
ス・センターとしての大都市図書館の支援強化であった。1976 年 6 月 30 日までの 5












 下院では 1970 年 11 月 24 日，ジョン・ブレイドマス（John Brademas, 民主党，
インディアナ州選出）議員が同じ法律題名の H.R.19363 法案を提案した。H.R.19363
法案は教育労働委員会において 27 票対 0 票で承認された。計上された 11 億 4,417 万
5,000 ドルの予算は，1960 年の図書館サービス法の時と同様にルール委員会において
一時的に保留されたが40，最終的に下院本会議を通過し，1970 年 12 月 15 日に上院に
送付された。1970 年 12 月 30 日にニクソン大統領の署名によって図書館サービス法
1970 年改正法が成立し（公法 91-600），1976 年 6 月 30 日まで延長となった。  
 アメリカ図書館協会ワシントン事務所によれば，同法 1970 年改正法は，アメリカ
図書館協会が提案した全 7 編から成る草案と，大統領府が提案した 1 つの章に統合さ
れた法案を整理した議会の折衷案であった。同法 1970 年改正法は，「第 1 編 図書館
サービス」事業から「第 3 編 相互協力」事業までは以前の法律の内容が継続され，
第 4 編に置かれた事業の整理統合が行われた。  






  1973 年 5 月，第 93 連邦議会において図書館サービス建設法改正法が成立し（公
法 93-29），新たに「第 4 編 高齢読者サービス（Older Readers Service）」事業が追
加された。この背景には 1973 年 5 月 5 日に成立した「高齢アメリカ人に対する総合
的なサービス提供についての改正法（The Older Americans Comprehensive Services 
Amendments of 1973）に基づく改正である。新設された「第 4 編 高齢読者サービス」





国芸術・人文科学財団（National Endowment for the Arts and Humanities 
Amendment of 1973，公法 93-133）」の成立によるものであった。  




変更事項として，会計年度の開始が 1976 会計年度から 10 月 1 日となること，1976
年から 1982 年まで「第 2 編 公共図書館建設」事業への予算は配分されず，アパラチ
ア地域開発法からの移行資金を使用することが定められた。1973 年，1974 年の各改
正法は，他の関係する連邦制定法の改正の影響を受ける形での改正であった。  
 1976 年の図書館サービス建設法期限満了に先立ち，1975 年 2 月 5 日にテリー・ハ
ロルド. ジョンソン下院議員（Terry Harold Johnson，民主党，カリフォルニア州選
出）が 1978 年 9 月 30 日まで図書館サービス建設法を延長する法案を下院に提出した。
1975 年 12 月に行われた公聴会において，アメリカ図書館協会，図書館情報学国家委
員会，都市部図書館協議会はそろって法律の延長を訴えた。一方連邦教育局は法律延
長に反対を表明したものの，1976 年 2 月，連邦下院本会議では賛成 378 票，反対 7
票の賛成多数で下院を通過した43。しかし上院での法案審議には至らなかった。  
 1977 年度は，1974 年教育関係法改正を再度改正する暫定的な運用により，図書館
サービス建設法の 1 年延長が行われた。その間に両院の協議などを経て，図書館サー
ビス建設法は 5 年の延長が決定された。1977 年 10 月 7 日に，カーター大統領が署名




4.2 図書館サービス建設法中期の内容  
 1970 年から 1980 年にかけて，1970 年，1973 年，1974 年，1977 年と 4 度改正が
行われた。「第 1 編 公共図書館サービス」事業から「第 3 編 相互協力」事業には変
更がなかった。本節では改正点を中心に概要をまとめた。  
 同法は，1970 年改正法（公法 91-600）の成立により 1971 会計年度から 1976 会計
年度まで再延長された。1970 年改正法で「第 4 編 A.州立施設図書館サービス，B.身
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法」に基づき，第 4 編に「高齢者読者サービス」事業が新設された。 
 1974 年には「英語を話せない人のためのサービス」が図書館サービスの重点事業と
された。これは初等中等教育法 1974 年改正法（Elementary and Secondary Education 
Amendments of 1974，公法 93-380）に基づく修正であった。1977 年 10 月 7 日にカ
ーター大統領の署名により再授権が承認された際には，都市部の大規模図書館への支
援が重点化された。  
 同法 1970 年改正法に基づく予算は 1972 会計年度から適用され，「第 1 編 公共図
書館サービス」事業に基づく各州の基本配分額は 10 万ドルから 20 万ドルへと増額さ
れた。また「第 2 編 公共図書館建設」事業とともに連邦負担分は 33％から 67％で
あり，州と地方にマッチング・ファンドが要求される点には変更がなかった。  
 「第 2 編 公共図書館建設」事業に基づき，1965 会計年度から 1971 会計年度まで
の 7 年間で，図書館サービス建設法の資金を活用し 1,684 件の事業が認可された。予
算は同法以外にアパラチア地域開発法に基づく資金が利用された45。  





4.3 まとめ  



















 次に，研究課題 2 に挙げた法律内容の変化について述べる。図書館サービス建設法
中期の法律内容の変遷を検討した結果，さまざまな利用対象別の事業が展開されたこ
とを明らかにした。「第 1 編 図書館サービス」事業から「第 3 編  相互協力」事業に
は変更がなく，「第 4 編」に置かれた事業は改正時の置き換えが繰り返された。同法
1966 年改正法で規定された「第 4 編 A.州立施設居住者サービス， B.身体障がい者サ
ービス」事業は 1971 年に「第 1 編 図書館サービス」事業の下に統合された。同法
1973 年改正法で「第 4 編 高齢利用者に対するサービス」事業が規定されたが，1984
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第5章  図書館サービス建設法後期  
 
 第 4 章では，アメリカ経済の停滞を背景に，大統領の経済政策により補助金事業の
縮小が進められる中で図書館サービス建設法が維持された経緯を分析した。  





 1981 年から 1992 年にかけての 12 年間は共和党レーガン−ブッシュ（父）大統領政
権期にあたる。共和党政権期は新自由主義といわれた経済政策が取られ，図書館サー
ビス建設法を含む教育福祉政策の大幅な削減が提案された。  






いては，第 6 章で分析する。  
 本章では，第 5.1 節で政治経済状況と公共図書館を取り巻く変化を示す。第 5.2 節
で大統領の経済政策とそれが図書館サービス建設法に及ぼす影響を検討する。その上
で，研究課題 1 に挙げたアメリカ連邦図書館立法の形成過程とアクターの活動を解明
する，図書館サービス建設法 1984 年改正法および 1990 年改正法の立法過程を調査す












れた3。連邦議会では，1981 年から 1985 年の間，上院の過半数を共和党が維持して
おり4，レーガン大統領の政策が実現しやすい状況にあった。  
















その始まりを 1960 年代とし，この 10 年間にその後の発展の芽が萌え出し，アメリカ
議会図書館が作成した MARC の普及，「オンライン・コンピュータ・ライブラリー・
センター（Online Computer Library Center，以下 OCLC）」の創設が図書館間相互
協力を推進するテレコミュニケーション手段の提供などの書誌ユーティリティまたは
書誌ネットワークとして成長した。  


















5.2 図書館サービス建設法 1984 年および 1990 年改正法の審議過程  
 本節では，図書館サービス建設法後期の政策形成過程を明らかにするために，レー
ガン－ブッシュ（父）両政権における連邦公共図書館支援政策の位置づけを検討し，








 そこで 5.2.1 項では 1982 会計年度から 1992 会計年度を対象に，レーガン−ブッシ
ュ（父）両政権期における公共図書館支援政策の位置付けを明らかにする。次に，図
書館サービス建設法に関する大統領の予算提案額と連邦議会の歳出承認額を分析する。


















 一方教育政策においては，1983 年に連邦教育省が『危機に立つ国家（A Nation at 
Risk）』を公表し，アメリカの競争力の低下を指摘した。この報告書はレーガン政権




組みが成果をあげなかったことを指摘するものであった 14。  
 産業政策の面からも，アメリカの競争力を高めるための初等・中等教育の改善が提
案された。1984 年にレーガン大統領の諮問機関として「産業競争力に関する大統領諮
問委員会（President’s Commission on Industrial Competitiveness）」が組織された。













館サービス建設法の 1981 会計年度と 1982 会計年度の大統領提案額を事業ごとに比較
すると，「第 1 編 州への交付金事業」は 6,250 万ドルから 4,690 万ドルへと 25％削減




1983 会計年度のレーガン大統領の提案額は，図書館サービス建設法「第 1 編 図書
館サービス」，「第 2 編  図書館建設」，「第 3 編 相互協力」の 3 事業すべてがゼロ予算
となった17。1983 年 2 月 28 日付の『フェデラル・レジスター（Federal Register）』
によると，行政府から図書館サービス建設法規則の修正提案が行われた。規則の修正
案には図書館サービス建設法から「第 2 編 建設交付金」と「第 4 編 高齢利用者サー
ビス」の 2 事業を外すことが含まれた。実際に 1981 会計年度で両事業に対する資金
は配分されなかった18。  
これに加えて組織面でも教育省図書館・教育技術課（Office of Libraries and 
Learning Technologies）を廃止し，図書館事業の所管を新設する教育改善センター














（Resolution on Release of LSCA Funds）」22を 1982 年 1 月 27 日に公表し，同年 3



















領予算案を却下して防衛予算の増額幅をより小さくした予算案を作成した 28。  
  1984 会計年度の図書館事業に対する大統領府の予算提案額に対し，連邦議会は超党
的に反対の態度を示した。1983 年 3 月 1 日，下院労働保健福祉教育予算小委員会の
公聴会でウィリアム・ナッチャー委員長（William Natcher，民主党，ニューヨーク
州選出）を始めとする出席者から，連邦援助なしには図書館運営が成り立たないこと






ウィスコンシン州選出）は過去 25 年の約 20 億ドルに及ぶ図書館への連邦予算が決し
て大きな額ではなく，年間 1 人につき 40 セントにあたることを指摘した30。  
 図書館団体からは連邦援助の増額が働きかけられた。1983 年 5 月 2 日，上院労働
保健福祉教育予算小委員会の 1984 会計年度に関する公聴会で，アメリカ図書館協会
ワシントン事務所のクックは，図書館サービス建設法予算の増額を提案した。クック
が提案した額は「第 1 編 公共図書館サービス」事業には前年度より 500 万ドル多い
6,500 万ドル，「第 2 編 公共図書館建設」事業は前年度同額の 5,000 万ドル，「第 3
編 相互協力」事業には 348 万ドル増の 1,500 万ドルであった31。 
















 ブッシュ大統領は 1992 会計年度予算教書において教育政策の優先順位を第一に掲
げた。しかし図書館サービス建設法に対する予算提案額は「第 1 編  公共図書館サー
ビス」に対する 3,500 万ドルのみであった。かつこの予算は成人リテラシー活動のみ




業に対して前年度を 3.4％上回る 1 億 4,774 万 7,000 ドルの歳出が承認された。ブッ
シュ政権下で，連邦政府の特定補助金は 100 件近く増加した33。  
 クリントンが大統領に就任し，民主党に政権が移った後にも，連邦補助金事業に対











ともしていないとの認識をすでに明らかにしていた 35。  
 
 1989 年，第 101 議会からブッシュが大統領に就任した。ブッシュ政権の連邦公共
図書館支援政策はレーガン政権の方針を踏襲していた。任期初年度にブッシュ大統領
は連邦教育省の図書館事業予算の 71％の削減36を，1990 年には 71.4％の削減37を提案
した。その代わりとして，「第 3 編 相互協力」と「第 6 編 図書館リテラシー事業」









は，1990 会計年度を 4.5％上回るものとなった。また，1984 年に新設されて以降予
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算措置のなかった「第 5 編 外国語資料の収集」事業の競争補助金は，シルビオ・コ
ンテ下院議員（Silvio Conte，共和党，マサチューセッツ州選出）が中心となって法
案を提出し，この年に初めて予算が配分された。  




サービス法「第 2 編 公共図書館建設」事業は，最終的には 15%削減に留まったが下
院案ではゼロ予算とされていた39。1990 会計年度予算作成においても下院は同様の方
針を取った。  








的事項に対して 143 億ドルの支出を掲げた中で，教育関連予算はわずか 4 億 4,100 万
ドルであった。公共図書館に関する政策は図書館サービス改善法の提案に留まった 42。
1989 会計年度における図書館事業への予算は，議会予算局（CBO）で 22%の削減を





















 次項で，図書館サービス建設法後期に行われた再授権と改正について検討する。  
 
5.2.2 図書館サービス建設法 1984 年および 1990 年改正法の審議過程  
 本項では，図書館サービス建設法 1984 年改正法および，1990 年改正法を対象に立
法過程の検討を行う。図書館サービス建設法後期において事業内容の改正が行われた
のは上記の 2 回である。「第 1 編 公共図書館サービス」から「第 3 編 相互協力」ま
での事業は改正がなく，「第 4 編  高齢読者サービス」以降の事業で改正が行われた。
1984 改正法では，第 4 編が新たに「インディアン部族45サービス」へと置き換えられ
た。そして「第 5 編  外国語資料収集」と「第 6 編  リテラシー事業」が新設された。
1990 年改正法ではさらに「第 7 編 評価」と「第 8 編 図書館学習センター事業」が
加えられた。これらの法改正がどのような過程で形成されたのか分析する。  
 
5.2.2.1 図書館サービス建設法 1984 年改正法の立法過程 
 1980 年，下院の中等教育後小委員会（Subcommittee on Postsecondary Education）
のポール・サイモン委員長（Paul Simon，民主党，イリノイ州選出）によって，図書
館サービス建設法の再授権に関する下院の公聴会のスケジュールが公開された 46。ア




 上院では，1981 年 2 月 25 日に教育小委員会のロバート・スタフォード（Robert 
Stafford，共和党，ヴァーモント州選出）委員長が前年度提出した全国図書館情報サ
ービス法案（National Library and Information Services Act, 以下，S.1431 法案）
を再提出し公聴会の開催が予定された47。S.1431 法案は前年に提出された同じ題名の
S.2859 法案48を下敷きとしていた。アメリカ図書館協会評議会は同年 2 月 4 日に
S.1431 法案の支援を決議していた49。しかし同年 8 月 13 日， 1981 年総合的予算調
整法（The Omnibus Budget Reconciliation Act of 1981，公法 97-35）の成立により
図書館サービス建設法の第 1 編と第 3 編が 2 年後の 1984 年会計年度まで延長され，
S.1431 法案は審議に至らなかった。さらに教育振興基本法（General Education 
Provisions Act）の延長により図書館サービス建設法は 1985 年まで再延長されること
となった50。 




 1982 年 12 月，サイモン下院議員と図書館団体の関係者によって，図書館サービス
建設法改正草案が作成された52。その後，下院の委員会によって修正が加えられた後，
1983 年 5 月 3 日に図書館サービス建設法 1983 年改正法案（以下，H.R.2878 法案）
が下院に提出された。同年 5 月 5 日に下院教育労働委員会中等教育後小委員会の承認
を経て，5 月 11 日に下院教育労働委員会の発声投票の結果，全会一致で H.R.2878 法
案が承認された。同年 5 月 16 日に教育労働委員会から H.Rept.98-165 報告書が提出
された53。  
 1984 年 1 月 25 日に下院のルール委員会の H.Res.397 決議によって，H.R.2878 法
案は審議未了事項となったが，直後の 1 月 31 日に 4 名の下院議員から H.R.2878 法
案の修正案が提案された54。同日のうちに全体委員会が開かれ，H.Amdt.566，577 提
案は全体委員会で承認され，H.Amdt.568，569 提案はそれぞれ賛成 144 票対反対 248
票，賛成 8 票対反対 60 票で廃案となった。全体委員会で修正が承認された H.R.2878
法案は，357 票対 39 票で下院本会議を通過し，上院に送付された。  
 1984 年 2 月 1 日に H.R.2878 法案は上院の労働・人的資源委員会に付託された。労




H.R.2878 法案は 10 月 2 日に下院，10 月 3 日に上院で承認された。その後 10 月 7 日，




第 1 編：地域を問わず図書館サービスが受けられること  
第 2 編：公共図書館建設には重点を置かずに，修繕に利用すること  
第 3 編：相互協力から資源共有の促進に改正  
第 4 編：インディアン部族のためのサービスに，直接資金提供をすること  
第 5 編：外国語資料の収集  
第 6 編：図書館リテラシー事業（1983 年当時は，成人と学校をドロップアウトした
人のためのリテラシー・トレーニングの援助の必要がアメリカ出版社協会
（Association of American Publishers）によって主張された）  




5.2.2.2 図書館サービス建設法 1990 年改正法の立法過程 
 1989 年 3 月 31 日に下院の教育労働委員会中等教育後教育小委員会の公聴会が開催
された。会場となったのはパット・ウィリアムス（Pat Williams，民主党，モンタナ





て連邦教育省職員であった。他に，図書館立法記念日の参加者が出席した 57。  
 同年 6 月 22 日に下院の中等教育後教育小委員会で図書館サービス建設法改正に関







 連邦議会では 1991 年に開催される第 2 回ホワイトハウス会議（以下，WHCLIS）
後まで大きな変更は留保すべきであるという判断がされた。結果として H.R.2742 法
案は改正点を少ないものとする検討が行われた。1989 年 9 月 12 日に上下両院で各改
正法案が可決された。その後 10 月 12 日に上院案の S.1291 法案は無期延期とされ，
H.R.2742 法案が上院を通過した。法案は概ね同内容であった。  
 第 2 回 WHCLIS60を前に，両院の法案とも改正内容はごくわずかであることが法案





されるものであった。1990 年 3 月 15 日，ブッシュ大統領の署名により図書館サービ
ス建設法 1990 年改正法（公法 101-254）が成立した62。 
 下院の 2 法案と上院の 1 法案の内容を対象に，図書館サービス建設法 1990 年改正
法の審議内容を検討した。「第 7 編 評価（Evaluation and Assessment）」は上院の




法は，1964 年の制定当初には 3 つの編から構成されていたが，約 25 年の間に改正を
経て 8 つの編から成る法律となった。しかし財源の拡大は伴わなかった。  
 次節で図書館サービス建設法後期の法律内容の変化について述べる。  
  
5.3 図書館サービス建設法後期の事業内容の変遷  
 本節では，図書館サービス建設法 1984 年改正法から 1990 年改正法までを対象に研






 最初に，図書館サービス建設法 1984 年改正法の構成を概観する。 
 図書館サービス建設法 1984 年改正法で「第 4 編 高齢読者サービス」事業が「第 1
編 公共図書館サービス」事業に統合され，あらたに「第 4 編 インディアン部族への











直接連邦資金が提供されることが規定された。「第 6 編 図書館リテラシー」事業には
予算措置がなく，「第 1 編 公共図書館サービス」事業のもとで実施されるものとなっ
た。  
 次に，同法 1990 年改正法の構成を概観する。「第 1 編 公共図書館サービス」事業
にリテラシーおよびチャイルドセンター活動が加わり，またテクノロジーの活用が強
調された。「第 2 編 公共図書館建設」事業，「第 3 編 相互協力」事業ではテクノロジ
ー活用の強調に加えて図書館資料の保存が強調された。また新しく「第 7 編 教育省




















表 5-1 図書館サービス建設法 1990 年改正法「第 1 編公共図書館サービス」事業          
に基づく下位補助金の使途  
1 図書館サービスが不十分な地域へのサービス  
2 州の住民ニーズに合致するための州図書館機関の強化  
3 視覚障がいおよび身体障がい者への図書館サービス  
4 中核都市図書館の国家資源の強化  
5 不利な状況におかれた人々（the disadvantaged）への図書館サービス  
6 州立施設への図書館サービス  
7 リテラシー  
8 図書館サービス建設法の管理運営  
9 図書館サービスの行われていない地域へのサービス  
10 限られた英会話者への図書館サービス  
11 大都市公共図書館の地域図書館資源の強化  
12 高齢者への図書館サービス  
13 地域情報照会  
14 障がい者へのその他の図書館サービス  
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出典：Mathews, Anne J., et al. U.S. Department of Education Library Programs, 
1990, The Bowker annual: library and book trade almanac 36th ed. 1991. New 
York ,R.R. Bowker, 1991, p.263-264.を基に作成．  
  
 表 5-1 に示したように，同法「第 1 編 公共図書館サービス」に基づく実施事業の
内容には同法「第 4 編」に設置された事業が数年後の改正において「第 1 編」に統合
され，独立したプログラムから州への補助金事業の下での実施に移管されているとい
う変化みられた。さらに 1 と 9，3 と 14 など部分的に重複するものもみられた。  
 「第 2 編 公共図書館建設」事業では身体面のハンディキャップを持つ人のための
施設修繕のため，エレベータ，手すり，スロープの設置等が交付対象となった。また
省エネルギーのための改築も認められた。ただし図書館の新設には使用不可となった。
「第 3 編 相互協力」事業では州および地域における資源共有の促進，コンピュータ
および通信技術の利用促進が重点化された。「第 4 編 インディアン部族へのサービス」










来，1991 会計年度に初めて 97 万 6,000 ドルの予算措置が行われた。  

























 州立施設収容者へのサービスは 1980 年代後半に入り，収容者，入居者数の減少に
加え施設数自体が減少したことにより事業規模が縮小した。  







 図書館サービス建設法 1990 年改正法は 8 つもの編が立てられたものの，実際に予
算が配分されたのは公共図書館サービス，公共図書館建設，相互協力およびリテラシ












































  法律の構成には，次のような変遷がみられた。「第 1 編 公共図書館サービス」から
「第 3 編 相互協力」は変更がなく，改正によって新規事業が設置される際には，そ






 また図書館サービス建設法後期の法律内容の変遷から，「第 4 編」に置かれた事業
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第6章 図書館サービス技術法の成立  
 












    






みた1。クリントン政権は 1993 年 2 月に NII イニシアチブを，9 月に情報通信に関す









6.1.1 ユニバーサル・サービス提供機関としての図書館の位置づけ  
 1990 年代の連邦政府の情報政策3について，図書館との関連をみる。最初に，NII
構想公表以前の情報政策として「高性能コンピューティング法（High Performance 
Computing Act．以下  HPCA，公法 102-194）」および「全米研究・教育ネットワー
ク(National Research and Education Networks ，以下 NREN)」を述べる。次に NII
構想の核となった情報スーパーハイウェイ構想の概要を述べ，ユニバーサル・サービ
ス提供機関のひとつに図書館が置かれた経緯を述べる。  
 アルバート・ゴアは，下院議員，上院議員を務めていた 1970 年代後半より情報通




Performance Computing and Communication Program）」と総称され，スーパー・
コンピュータ間を接続した研究および教育のネットワークである NREN へとつなが
るものとなった4。  
 NREN は，安全保障と経済発展のために必要なものとして 1991 年から計画された。
図書館での NREN 接続について，HPCA において全米各州の行政機関，大学・研究
所，図書館，教育機関を超高速データハイウェイで連結し，国内のどこからでも高性
能計算機システム，データベース，ソフトウェアなどのコンピュータ資源にアクセス
できるよう保障するものとした（102 条（b））5。  















い。しかし，1994 年 9 月，『NII 進行状況報告』において“政府は 2000 年までにす
べての学校，診療所，病院，図書館を NII に接続するという大統領公約の実現に取り








































ブライト（Elaine Albright）は，「上院商務・科学・運輸委員会（Senate Committee 




















 すでに 1980 年代のはじめには，連邦補助金を図書館へのコンピュータ等の導入と
広域ネットワーク構築への活用が要望されていた16。ベティ・トゥロック（Betty 

































 クリントン大統領の 1995 年度予算提案内容は，図書館サービス建設法の第 1 編と
第 3 編に重点が置かれたものとなった。特に第 3 編については，州は自らのネットワ
ークのキャパシティを拡大し，NII 構想において図書館の参加を促すこととして一層
のネットワーク化の推進と新しい通信技術の導入と活用を促進した。1995 年図書館サ



















































表 6-1 第 104 連邦議会における図書館サービス技術法の立法過程  
年 月 日  LSTA 関連法案の状況  
1995 年 5 月 11 日 下院法案（H.R.1617）提出  
1995 年 5 月 25 日 上院法案（S.856）提出  
1995 年 9 月 9 日 下院を通過（H.R.1617） 
1995 年 10 月 11 日  上院法案（S.143）承認 ※S.855 の内容を含む 
1996 年 5 月 21 日，
23 日，7 月 17 日 
両院協議会にて合意（H.R.1617)※S.143 の内容含む  
1996 年 7 月 17 日 上院，下院各法案（H.R.1617），両院協議会で合意  
1996 年 9 月 28 日 下院本会議にて可決  
1996 年 9 月 30 日 上院本会議にて可決  
























い図書館サービス技術法案はこの 2 点を含む内容となった27。 







































6.2.2 下院案－経済・労働補助金事業との統合－  
 図書館団体による図書館サービス技術法草案の提出後，先に動きがあったのは下院
























  下院の経済・教育機会委員会は，「幼年期・青年期・家族小委員会委員長（Chairman 
of the Early Childhood，Youth and Families Subcommittee）」でランディ・カニン
ガム議員（Randy Cunningham，共和党，カリフォルニア州選出）らの働きかけによ
り，先の報告書中の図書館補助金に関する内容について図書館団体の提案を受け入れ
た。委員会は，1995 年 5 月 24 日にこの新たな報告書を賛成 29 票，反対 5 票で承認
した33。 
 この法案は「教育・労働・リハビリテーションシステムに関する統合及びリフォー
ム法（Consolidated and Reformed Education，Employment，and Rehabilitation 
Systems，以下 CAREERS 法案（H.R.1617））」と呼ばれた。図書館に関係するパート















































年 9 月 19 日，賛成 345 票，反対 79 票で通過した。賛成票のうち共和党が 226 票，
 129 
 
民主党 119 票であり，反対票 79 票のうち共和党が 3 票，民主党が 75 票，他 1 票であ
った39。民主党では票が割れた結果となった。  
 
6.2.3 上院案－博物館図書館サービス機構の新設と博物館との連携－  
 下院で委員会討議が始められた同年 5 月 25 日，上院において図書館サービス建設







法の改正および延長に関する法案（A bill to amend the National Foundation on the 
Arts and the Humanities Act of 1965，the Museum Services Act; the Arts and 
Artifacts Indemnity Act to improve and extend the Acts，and for other purposes）
と名付けられたこの法案は「第 1 編 1965 年全米芸術・人文科学基金法」，「第 2 編 博
物館図書館サービス法」，「第 3 編 美術工芸損害補償法」で構成され，「第 2 編博物館
図書館サービス法」の小編 B に図書館サービス技術法が置かれた。  
 図書館サービス建設法に基づき事業を履行する組織については，全米芸術・人文科
学基金（National Foundation on the Arts and Humanities:以下 NFAH）の内部に博
物館図書館サービス機構を創設した。機構内に博物館サービス部門 (Office of Museum 
Service)と図書館サービス部門(Office of Library Services)，および全米博物館サービ



















































 1995 年 10 月 11 日，労働力開発改正法案（Workforce Development Act of 1995）
以下，S.143 法案）が賛成 95 票，反対 2 票で上院を通過した。賛成票の内訳は共和党
が 52 票，民主党が 43 票と，両政党ともほぼ賛成票が投じられた 44。S.143 法案では，
連邦の労働・研修・職業訓練・成人教育支援事業が統合された。この S.143 法案の第
2 編に，これまで委員会において検討されてきたが上院本会議の議題にあがらなかっ
た S.856 法案が付け加えられた。また下院から上院へと送付された H.R.1617 法案に














6.2.4 図書館サービス技術法 1996 年制定法の成立  
 図書館サービス技術法案を含む法案が両院で提出されたことから，両院協議会にか
けられることとなった。1996 年，第 104 議会後期に入り，5 月に 2 回，7 月に 1 回，
H.R.1617 法案に関する両院協議会が開かれた47。両院協議会は上院下院を通過した法
案を調整する役割を持つ。この協議において H.R.1617 法案の合意に至り，上院下院







年度の大規模な総合的予算法案（Omnibus Appropriations bill，H.R. 3610）に織り
込まれた51。この予算法案は 2,000 ページ以上に及んだ。最終的にこの法案は，下院
で 9 月 28 日に，上院で 9 月 30 日に承認された。そして同日クリントン大統領による
署名が行われ，第 104 議会の最終日，図書館サービス技術法が制定された。  
































とである。この 2 点について，次の項で詳述する。  
  




であった。その後 1996 年に 44.6％，1997 年に 72.3％，2000 年には 94.5％，2004
年55には 98.9％へと増加した。この状況から，図書館でのインターネット端末利用提
供サービスは，1994 年から 2000 年の間に全国に普及し定着したといえる。インター
ネット環境普及の背景に，国レベルの情報政策として NII 構想の推進と，公共機関向
けの料金割引等の関連制度があわせて整備されたことが挙げられる。  





















6.3.2 図書館サービス技術法の成立に関与する各機関の活動  
 図書館サービス技術法の成立に至る過程において，アクターであるアメリカ図書館
協会等図書館団体，連邦議会両院委員会を対象に図書館サービス技術法案の作成およ



































6.3.3 図書館サービス技術法その後の展開  




図書館サービス委員会（National Museum and Library Services Board）」に移され
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第7章 図書館サービス技術法の展開  
 
 第 6 章では図書館サービス建設法から図書館サービス技術法への改正に焦点をあて，
連邦公共図書館支援政策の転換期に影響を与える政治的・技術的要因を明らかにした。 
 本章では，図書館サービス技術法 1996 年制定法，2003 年改正法および 2010 年改
正法を対象に，これまで先行研究では詳細に検討されてこなかったアメリカ連邦政府












7.1  法律と組織の概要  
 図書館サービス技術法を含む博物館図書館サービス法は，合衆国法典第 20 編「教
育」の 72 章にあたる1。1996 年 9 月 30 日に第 104 連邦議会において民主党クリント
ン大統領の署名により成立した（公法 104-208，以下図書館サービス技術法 1996 年
制定法）。2003 年 9 月 25 日に第 108 議会で共和党ブッシュ大統領の政権下で再授権
され（公法 108-81，以下図書館サービス技術法 2003 年改正法），2010 年 12 月 22 日
に，第 111 議会で民主党オバマ大統領の署名により三たび再授権が行われ（公法
111-340，以下図書館サービス技術法 2010 年改正法），2016 年まで再延長された。図
書館サービス技術法 2010 年改正法を含む博物館図書館サービス法 2010 年改正法の構












ばれる。図書館サービス技術法 2010 年改正法の第 1 款は，基本的プログラム要件と
して事業ごとの割当額などが定められる。第 2 款の図書館プログラムは，図書館サー
ビス技術法予算の約 85％を占める州への助成金事業に関する支出目的が定められる。
第 3 款の実施条項 B 目には連邦政府直轄の 3 事業である，「ネイティブ・アメリカン
等への図書館サービス」，「ナショナル・リーダーシップ助成金」，「ローラ・ブッシュ







政省庁の管轄にも属さない，ひとつの独立した経営組織と定義されている 4。  




















図 7-1 博物館図書館サービス機構の組織構成 
IMLS Organizational Chart（2013 年）に基づき筆者作成．カッコ内の数字は人数．
（http://www.imls.gov/assets/1/AssetManager/IMLS_Organizational_Chart.pdf，a
ccessed 2015-10-09） .※1 職員録では“Special Assistant”となっている   
 
 2015 年 10 月現在の職員数は 60 名5で，1996 年の設立当初の 45 名から増加がみら
れた。図書館サービス部は管理職 2 名と自由裁量プログラム課 7 名，州プログラム課
3 名から構成され，この部門で図書館サービス技術法に基づく事業を所管している。  
 次節で，図書館サービス技術法 2003 年改正法および 2010 年改正法の形成過程を調
査する。  
 
7.2  図書館サービス技術法 2003 年および 2010 年改正法の審議過程  
 本節では，図書館サービス技術法 2003 年改正法および 2010 年改正法を対象に同法
を含む博物館図書館サービス法の形成過程におけるアクターの活動と関係を検討する。 
 研究図書館協会（Association of Research Libraries）の 2000 年の活動報告書によ
れば，博物館図書館サービス法再授権に向けた図書館団体の活動の中心的なアクター
は，アメリカ図書館協会と州立図書館行政機構長団体であった6。また，連邦議会の委
理事 兼 NMLSB委員長 米国博物館図書館サービス委員会（NMLSB）
副理事長（Executive Assistant to the Director）(1)※１
総務部（Office of Chief Operating Officer）(19)
情報・政務部（Office of Communications & Government Affairs）(4)
法律顧問部（Office of General Counsel）(5)
図書館サービス部（Office of Library Services）(2)
州プログラム課（State Program）(3)
自由裁量プログラム課（Discretionary Program）(7)
博物館サービス部（Office of Museum Services）(14)
戦略的事業連携部（Office of Strategic Partnerships）(-)










7.2.1 2003 年改正法における図書館団体の活動  
 1996 年制定法が 2002 年に期限満了を迎えるのに先立って，2000 年には図書館サ
ービス技術法再授権に向けた図書館団体の活動がみられた。州立図書館機構長団体で









 アメリカ図書館協会は，2001 年 1 月 12 日から 17 日にかけてワシントン D.C.で開
催された冬季大会の理事会において，図書館サービス技術法の再授権に向けた活動を











21 世紀図書館員事業」の新設につながるものであった。  
 
7.2.2 2003 年改正法における連邦議会の審議過程  
 本項では，図書館サービス技術法 2003 年改正法成立に至る連邦議会の審議過程を
検討する。第 107 議会（2001 年－2002 年）において上院下院の両院から博物館図書
館サービス法の再授権に関する法案が提出されたが，成立にはいたらなかった。第 108
議会（2003 年－2004 年）にほぼ同じ内容の法案が再び両院に提出され，2003 年改正
法が成立した。  
 最初に，第 107 議会に提出された下院提出法案（以下 H.R.3784 法案）と上院提出
法案（以下 S.2611 法案）を検討する。下院の教育選択小委員会（Subcommittee on 
Select Education）が，H.R.3784 法案の提出に先立ち，2002 年 2 月 14 日に博物館図
書館サービス法の再授権を検討するための公聴会を開催した。この場で当時博物館図
書館サービス機構の理事であったロバート・S. マーティン（Robert S. Martin）は，
2003 年度の大統領予算教書において，次世代の図書館員の研修機会の増加が要求され
ていることを引き合いに出し，図書館員の継続的な研修の必要性について述べた15。




 公聴会開催後の 2 月 26 日，ピーター・フックストラ下院議員（Peter Hoekstra，
共和党，ミシガン州選出）によって H.R.3784 法案が提出された。同年 3 月 6 日に，
下院教育選択小委員会は教育労働委員会宛てに H.R.3784 法案を承認したことを報告















 上院では 2002 年 6 月 11 日に，ジャック・リード議員（Jack Reed，民主党，ロー
ドアイランド州選出）によって S.2611 法案が提出されたが，審議に至らず第 107 議
会が閉会した。この理由として，平野は“国土安全保障法案の審議が難航し，連邦議
会の議事日程が混乱をきわめたことに起因する”としている 21。第 107 議会での再授
権は成立せず，期限を迎えた 1996 年制定法は，継続決議による１年間の延長と統合
歳出予算決議による 2003 会計年度分の予算が割り当てられた22。 
 第 108 議会会期の 2003 年 1 月 7 日に，下院においてフックストラ議員から改めて




法案は 2003 年 3 月 6 日に賛成 416 対反対 2，棄権 16 で下院本会議を通過し，3 月 10
日に上院へと送付された24。  
 上院では，博物館図書館サービス法再授権に向けた 2 本の法案が提出された。2003
年 1 月 29 日にリード議員によって提案された S.238 法案は審議に至らなかった。同
年 4 月 11 日に，ジャド・グレッグ議員（Judd Gregg，共和党，ニューハンプシャー
州選出）が，同じ題名の S.888 法案を提出した。S.888 法案では，建設資金への図書
館サービス技術法資金の使用禁止と，図書館情報学国家委員会の委員長を新設の米国
博物館図書館サービス委員会の委員とする内容が加えられた25。S.888 法案の付託を
受けた上院の「厚生・教育・労働・年金委員会（Committee on Health, Education, Labor, 
and Pensions）」は 5 月 14 日付けで満場一致でこの法案を承認した。  





なかった H.R.13 法案の内容が S.888 法案修正案（S.Amdt.1541）に置き換えられ，
全会一致により可決された。上院において内容が差し替えられた H.R.13 法案は再び
下院に送付され，同年 9 月 16 日，下院本会議において承認された。その後 9 月 25 日
にブッシュ大統領の署名により博物館図書館サービス法 2003年改正法（P.L.108－81）
が成立した。  








7.2.3 2010 年改正法における図書館団体の活動  
 第 111 連邦議会（2009 年－2010 年）での図書館サービス技術法の再授権に向け，
2008 年にアメリカ図書館協会は草案の起草に着手した27。草案作成作業は，アメリカ






























えた博物館図書館サービス法は 1 年延長の緊急財政措置が取られた34。しかし 2010
年度に入ってからも博物館図書館サービス法再授権の法案提出の機会はおとずれない
であろうという見解をアメリカ図書館協会は示していた35。  








7.2.4 2010 年改正法における連邦議会の審議過程  
 2010 年秋に入り，4 名の上院議員36によって図書館サービス技術法再授権に関する
会合が開かれ，法案が作成された。この法案には，アメリカ図書館協会の提案が反映
された。2010 年 11 月 29 日に上院で 2010 年改正法案（以下 S.3984 法案）が提出さ
れ，12 月 14 日に下院を通過し，12 月 22 日に大統領の署名により 2010 年改正法（公
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法 111－340）が成立した。提出から成立までに要した日数は 24 日間と短期間での成
立となった。連邦議会での博物館図書館サービス法再授権の成立経緯は次のとおりで
あった。  
 上院においてリード議員から S.3984 法案が提出された。この法案は同日のうちに
厚生・教育・労働・年金委員会に付託され，12 月 3 日に内容に修正を加えず承認され
たことが報告された。12 月 7 日には上院本会議で可決され，下院へと送付された。下
院では 12 月 14 日の本会議において，ラウル・グリハルバ議員（Raúl Grijalva，民
主党，アリゾナ州選出）の動議により発声投票が実施され，S.3984 法案が可決された。
そして 12 月 22 日，オバマ大統領の署名により 2010 年改正法が成立した。しかし予
算に関する法案は成立せず，1 年延長されたのち，第 112 連邦議会において 2016 会
計年度までの支出が承認された37。 





7.3 図書館サービス技術法の事業内容  
 本節では図書館サービス技術法を含む博物館図書館サービス法 1996 年制定法，
2003 年改正法，2010 年改正法の改正内容を整理し，実施事業の変容を明らかにする。
7.3.1 項で図書館サービス技術法の目的の変遷と事業別予算配分の推移を整理し，
7.3.2 項以降で各事業の動向を検討する。  
 










表 7-2 図書館サービス技術法の目的の変遷  





















（9）連邦，州，地域，地区及び国際的なコラボレーションとネットワークへのアクセス提供      
     促進  


















 次に，図書館サービス技術法の 1997 会計年度から 2015 会計年度までの歳出承認額
の推移を図 7-2 に示す。最も高いのは 2003 年改正法成立時の 215,253,000 ドルで，
2010 年改正法成立時の 213,523,000 ドルが続いた。1997 会計年度から 2003 会計年
度は図書館サービス法 1996 年制定法の実施期間にあたる。この時期は予算額の増加
がみられた。2004 会計年度から 2010 会計年度は同法 2003 年改正法の期間に該当し，
この間は概ね 2 億ドルの歳出額が維持された。2011 会計年度以降は同法 2010 年改正









ュ 21 世紀図書館員事業」は 2009-2010 会計年度をピークに，2013 会計年度以降はほ
ぼ 1,000 万ドルが続き，最も予算削減されている事業である。この三つの事業は，連
邦政府の直轄事業である。いずれも公募により助成先が決定される。歳出予算の約 8































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 7-3 図書館サービス技術法（LSTA)事業別予算内訳額（1997－2016 会計年度）  
（単位 千ドル）  
 
出典：1997-2002 会計年度のデータは CRS Report for Congress “Federal Aid to Librar
ies: LSTA.”，（http://www.ipmall.info/hosted_resources/crs/RL31320_031217.pdf），2003-
2012 会計年度のデータは IMLS Appropriations History, 2003–2013．（http://www.imls.go
v/assets/1/AssetManager/Appropriations03-13.pdf），2013-2015 会計年度のデータは IMLS 
Appropriations History, 2013-2016．（http://www.imls.gov/assets/1/AssetManager/Budget
History_13-16.pdf）による  (accessed 2015-05-21)．※2016 会計年度は予算要求額 .  
 
7.3.2 州への助成金事業  























 図書館サービス技術法に基づく連邦資金の受領に影響を与えたのが 2000 年 12 月に
成立した児童インターネット保護法（Children’s Internet Protection Act，以下 CIPA）
である。CIPA との関係により，2003 年改正法でインターネットの安全性についての
条項が加えられた。これにより図書館サービス技術法に基づく連邦資金の受領には
CIPA の要件を満たしていることが必要となった。  
 
7.3.3 ナショナル・リーダーシップ助成金等事業  














 2015 年 5 月現在で，博物館図書館サービス機構のウェブサイトにある「ナショナ




工学，数学（Science, Technology, Engineering, and Mathematics: STEM）分野に焦
点を当てた事業が進められており，博物館図書館サービス機構においても幼年期の子
どもを対象としたプログラムに重点が置かれている 45。  
 






は，1998 会計年度の 257 万ドルから 2015 会計年度の 406 万ドルへと，図書館サービ
ス技術法予算全体の増額に合わせて増額している。  







7.3.5 ローラ・ブッシュ 21 世紀図書館員事業  













また 2013 年には当該事業の 2003 年度から 2009 年度を対象とした評価報告書が出さ
れている48。 





7.4 博物館図書館サービス機構の役割  








7.4.1 博物館図書館サービス機構の任務・組織・業務の変化  



























務の面では，2003 年度より予算作成業務組織の統合が進められた。  
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 また，それまで図書館サービス部局の予算は労働保健福祉教育（Labor, Health and 
Human Services, and Education，以下 L-HHS-ED）予算案で，博物館サービス課の





  業務の変化においては，グレゴリーの調査 57で，書類作成業務における簡略化にお
いて博物館図書館サービス機構が高く評価され，また博物館図書館サービス機構職員
による助言が州の図書館サービス計画の立案に有用であったとの結果が示された。ま






る。1996 年制定法の実施期間中から 2003 年改正法の成立時期にかけて理事職にあっ
たロバート・S. マーティン（在任期間 2001.6.-2005.7）と，2010 年改正法成立直後
から理事職にあったスーザン・H. ヒルドリヒ（Susan H. Hildreth，在任期間 2011.2
－2015.1）を対象とした。  
  マーティンは，博物館図書館サービス法の再授権に関する下院の公聴会で 1996 年
制定法の成果について問われ，“地域の博物館と図書館の協力関係の構築と，地域の公

















 もうひとつの成果として，『学習者の国の創造；戦略計画 2012-2016（Creating a 






7.4.2 博物館図書館サービス機構と他機関との連携の拡大  
  1996 年以降の博物館図書館サービス機構の動向として，教育，福祉，労働，金融，
移民政策など，関連分野または他分野において他機関との協力関係が構築されていた。
また連携先の機関は，連邦政府各省庁のほか，財団や NPO なども含まれた。2003 年
改正法で博物館図書館サービス法と初等中等教育法との活動調整64が， 2010 年改正
法で，ヘッドスタート法65と労働力投資法66の活動調整が理事の職務に追加された。こ
れにより，2012 年 4 月 24 日に博物館図書館サービス機構と保健社会福祉省児童家庭
局ヘッドスタート課（U.S. Department of Health and Human Services，
Administration for Children and Families，Office of Head Start，以下 OHS）およ










訓練局（U.S. Department of Labor Employment and Training Administration）」の
間で求職支援活動に関する協力関係が結ばれた69。  
  博物館図書館サービス法の条項に明記されていないものも含め，博物館図書館サー






7.4.3 図書館情報学国家委員会から全米博物館図書館サービス委員会への移管  
  図書館情報学国家委員会は 1970 年 7 月 20 日にニクソン政権下で創設された大統領
直属の諮問機関であり，図書館のニーズに関する調査と計画や，州・地方の図書館行










となった。その後図書館情報学国家委員会は廃止が決定され，2008 年 3 月 30 日にそ
の役割を終えた74。  
 
7.5 まとめ  
 本研究では 1996 年以降のアメリカ連邦政府の公共図書館政策の動向を明らかにす









































































7.5.3 博物館図書館サービス機構の変容   



















7.5.4 今後の課題  
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 研究課題 1 に対してアメリカ連邦図書館立法の立法過程を含む政策形成過程とその
形成に関与するアクターの活動を明らかにするために，アメリカ連邦政府の政治経済
状況を踏まえた上で調査を行った。具体的には，調査 a）で図書館団体の政策形成過
程への関与に関する調査を，調査 b）で連邦議会における立法過程の調査を行った。  
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ービス法の成立（第 2 章），（2）図書館サービス建設法前期（第 3 章），（3）図書館サ
ービス建設法中期（第 4 章），（4）図書館サービス建設法後期（第 5 章），（5）図書館





事業内容の変容を明らかにした。次項以下で，第 2 章から第 7 章までの研究のまとめ
を述べる。  
 
8.1.1 図書館サービス法：公共図書館行政への連邦政府の関与  
 次に，各章のまとめを述べる。  













































この好評価は連邦議会の予算審議へもよい影響を与え，1960 会計年度以降の 750 万
ドルの歳出承認満額配分を訴えるためのよい材料となった。  




1956 年の成立以降，改正と再授権が繰り返されている。  
 
8.1.2 図書館サービス建設法前期：事業の拡大  









れるという変化がみられた。民主党政権期であった第 87 議会（1961 年－1962 年）
から第 90 議会（1967 年－1968 年）の期間は，上下両院とも民主党が多数議席を占
めており，大統領の積極的な福祉拡大政策を連邦議会が立法・予算両面から支援する
体制にあった。  
 次に，研究課題 2 の法律内容の変遷の検討から，図書館サービス建設法 1964 年制
定法および 1966 年改正法の内容を整理した結果，この時期にアメリカ連邦図書館立
法の中心となる 3 つの事業が開始されたことを指摘した。図書館サービス建設法 1964
年制定法で「第 1 編 図書館サービス」と「第 2 編 図書館建設」が，同法 1966 年改
正法で「第 3 編 相互協力」が規定された。図書館サービス建設法前期に始まった上






















 次に，研究課題 2 の法律内容の変遷の検討から，図書館サービス建設法 1970 年，
1973 年，1974 年，1977 年改正法を検討し，利用対象別の事業が展開されたことを明
らかにした。「第 1 編 図書館サービス」から「第 3 編 相互協力」には図書館サービ
ス建設法前期から変更がなかった。「第 4 編」に置かれた事業は同法 1973 年改正法で
「第 4 編 高齢読者に対する図書館サービス」が規定されたが，1984 年の改正時に「第
1 編 図書館サービス」の下に統合された。同法「第 4 編」の下に実施される事業の資
金は，州や地方で新規事業を開始する際に財源となった。しかし「第 1 編 図書館サ
ービス」に統合されたのちの事業の継続については州の判断とされた。  
 
8.1.4 図書館サービス建設法後期：新しい連邦図書館立法の検討  





















  同法の構成には，次のような変遷がみられた。「第 1 編 図書館サービス」から「第
3 編 相互協力」は変更がなく，改正によって新規事業が設置される際には，それまで







8.1.5 図書館サービス建設法から図書館サービス技術法へ  






























































8.1.6 図書館サービス技術法：連邦図書館行政機関・事業の集中化  



























 次に（2）は連邦議会での審議過程を検討した結果，2003 年改正法，2010 年改正法
とも大規模な改正は行われなかったことが明らかになった。また，2 度の改正法とも
期限が 1 年延長されたのちに審議が行われていた。歳出承認額の推移からは，1997
年度から 2003 年度まで増額し，2010 年度以降は新規事業が追加されたにも関わらず
減額傾向にあった。  
 2003 年改正法の再授権では，図書館団体の働きかけの成果と大統領による教育政策































8.2.1 アメリカ連邦図書館立法に関する政策形成過程とアクター  






































































































8.2.2 アメリカ連邦図書館立法の変遷  





































 次に，アメリカ連邦図書館立法の法律内容の変遷について述べる。1956 年から 2016












































































の推移（1957-2016 会計年度）を示す。次に表 8-1 にアメリカ大統領政権と連邦議会
政党別議席数（1955 年-2016 年）を示す。  
 
図 8-2  アメリカ連邦図書館立法に関する大統領の予算提案額と連邦議会の歳出承認額
の推移（1957－2016 会計年度）  
出典：以下の資料を参照 .（1）1957 会計年度－1982 会計年度：Holley, Edward G. 
and Schremser, Robert F. The Library Services and Construction Act: a histo
rical overview from the viewpoint of major participants. Greenwich, JAI Pres
s, 1983, p.150-155. （2）1983 会計年度－2006 会計年度： Simora, Filomena ed. 
The Bowker annual : library and book trade almanac, R.R. Bowker の各年度
を参照した. （3）2007 会計年度－2014 会計年度：Committee for Education Fund
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ing. The Budget Response. http://cef.org/how-we-help/annual-budget-responses/,
 (accessed 2016-06-01).の各年度を参照した  
 
 









民主 共和 無所属 欠員 民主 共和 無所属 欠員
84 1955-1956 アイゼンハワー 共和 48 47 1 232 203
85 1957-1958 49 47 234 201
86 1959-1960 64 34 283 153
87 1961-1962 ケネディ 民主 64 36 262 175
88 1963-1964 ケネディ/ジョンソン 67 33 258 176 1
89 1965-1966 ジョンソン 68 32 295 140
90 1967-1968 64 36 246 187 2
91 1969-1970 ニクソン 共和 58 42 243 192
92 1971-1972 54 44 2 255 180
93 1973-1974 ニクソン/フォード 共和 56 42 2 239 192 1 3
94 1975-1976 フォード 61 37 2 291 144
95 1977-1978 カーター 民主 61 38 1 292 143
96 1979-1980 58 41 1 276 157 2
97 1981-1982 レーガン 共和 46 53 1 243 192
98 1983-1984 46 54 268 166 1
99 1985-1986 47 53 252 182 1
100 1987-1988 55 45 258 177
101 1989-1990 G.W.H. ブッシュ（父） 共和 55 45 259 174 2
102 1991-1992 56 44 267 167 1
103 1993-1994 クリントン 民主 57 43 258 176 1
104 1995-1996 47 53 204 230 1
105 1997-1998 45 55 207 227 1
106 1990-2000 45 55 211 223 1
107 2001-2002 G.W. ブッシュ（息子） 共和 50 50 211 221 2 1
108 2003-2004 48 51 1 205 229 1
109 2005-2006 44 55 1 201 232 1 1
110 2007-2008 49 49 2 233 202
111 2009-2010 オバマ 民主 55 41 2 1 256 178 1
112 2011-2012 51 47 2 193 242
113 2013-2014 53 45 2 200 233 2
114 2015-2016 44 54 2 188 246 1









びている。   
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付録１  アメリカ連邦図書館立法に関する年表  
 
年  連邦図書館法に関する事項  アメリカ図書館界の活動  アメリカ社会・政府の動向  
1929     世界大恐慌  
1931     ニューディール宣言  





3 名を挙げる  
  










1938     1 月  連邦教育局図書館サービス













1956 法律 84-597 号  図書館サービス法









1957     スプートニク・ショック  
1958     国家防衛教育法成立  
1959   ALA 評議会で図書館サービス法
延長支援決議承認  
  
1960 公法 86-679 図書館サービス法 5 年
間延長  
    
1961     ケネディ大統領就任  






1963     ジョンソン大統領就任  
1964 公法 88-269 図書館サービス建設法
（ LSCA)制定  
都市地域も適用対象とする  
「第 2 編  建設」を加える  









1966 公法 89-511 図書館サービス建設法
の 1966 年改正法成立  
「第 3 編  図書館協力」「第 4 編 A 収
容施設に対する州の図書館サービス」





基準 1966 年版発表  
大統領令 11301 号により全米図
書館諮問委員会設置  




    











（ Libraries  at  large :  tradit ion,  
innovation, and the national 
interest）』発行  
ニクソン大統領就任  
1970 公法 91-600 図書館サービス建設法
の 1970 年改正法第 1 編，第 4 編 A，
第 4 編 B の統合  
  法律 91-346 号  図書館情報学国
家委員会法制定  
1971     ニクソン大統領，ドル防衛策発表  
1973 公法 93-29 図書館サービス建設法
改正法  
「第 4 編  高齢読者サービス」追加  
図書館サービス建設法「公共図書館」
の定義に研究図書館を加える改正  
  ウォーターゲート裁判開始  











  公法 93-568 フォード大統領に
よって「図書館および情報サービ
スに関するホワイトハウス会議




1975     ベトナム戦争終結宣言  
全米図書館情報学国家委員会「図
書館・情報サービスの全国計画」
（ Toward a National Program 
for Library and Information 
Services:  Goals  for  Action）発表  
1976 図書館サービス建設法の 1 年延長    連邦政府の会計年度開始月を 10
月に変更  
1977 公法 95-123 図書館サービス建設法
1977 年改正法  
都市部図書館の機能強化を重点化  
  カーター大統領就任  
1980     保健・教育・厚生省が教育調査改
善庁（ the Assistant Secretary 
for Educational  Research and 
Improvement）のもとに図書館・
教材課（ Office of  Libraries and 
Learning Technologies）新設  
1981 公法 97-35 1981 年の総合的予算調
整法により図書館サービス建設法第








1983 公法 98-8 H.R.1718 緊急補正資金
法によって図書館サービス建設法「第
2 編建設交付金」に 5 千万ドル予算配
分  





Program Division,  LPD)に改称
し図書館サービス建設法と高等
教育法を管轄  





    
1985     財政均衡法により 1986 会計年度
予算一律 5%削減  
1986     教育省再編成 .教育調査・改善部
図書館プログラム課設置  
1987 会計年度予算 4.3%削減  
公法 99-494 レーガン大統領に
よる「読書の年」  
1987     第 2 回 WHCLIS 法成立  
1988 公法 100-569 図書館サービス建設
法の第 5,6 編が 1989 年まで延長  
  学校改善法 (SIA)成立  
ECIA が ESEA に改正  
1998 年インディアン教育法成立  
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1989     ブッシュ大統領就任  
1990 公法 101-254 図書館サービス建設
法延長  「第 7 編  評価」，「第 8 編  図
書館学習センタープログラム」を新設  
  財政赤字削減法成立  
1991     公法 102-194 高性能コンピュ
ーティング法 (High 























「 NII 行動アジェンダ」発表  
連邦支出削減法案  
ワールド・ワイド・ウェブ開発  
1994   ALA 冬季大会において， LSCA
再承認と情報基盤を議題とした
討議実施  






関する ALA 評議会決議  
1 月「電気通信改正法案に関する
政府白書 (The Administration  
White Paper on Communication 
Act  Reform)」公表  
商務省予算 2,600 万ドルでの図
書館含む公的機関の情報通信基
盤補助金事業を新設      
アメリカ学校改善法成立  
1995     予算不成立による連邦政府機能
の一時停止  
Windows95 発売  
1996     改正電気通信法成立．学校・図書
館がユニバーサル・サービス実施
対象機関に該当  
1996 公法 104-209 図書館サービス技術法
含む博物館図書館サービス法成立  
  博物館図書館サービス機構
( IMLS)設立  
 
1997 公法 105-128 図書館サービス技術
法技術的な改正  
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1998     学校・図書館向けの通信料金割引
制度である  E-Rate 事業実施  
2001     ブッシュ大統領就任  
パトリオット法成立  






2010 公法 111-340 博物館図書館サービ
ス法 2010 年改正法「第 4 編ローラ・




























1957 205 3.3 
1958 500 2.8 
1959 600 0.7 
1960 750 1.7 
1961 750 1.0 
1962 750 1.0 
1963 750 1.3 
1964 750 1.3 
1965 5,500 1.6 
1966 5,500 2.9 
1967 7,599 3.1 
1968 6,799 4.2 
1969 4,988 5.5 
1970 4,866 5.7 
1971 4,779 4.4 
1972 5,870 3.2 
1973 8,450 6.2 
1974 5,174 11.0 
1975 5,174 9.1 
1976 5,174 5.8 
1977 6,023 6.5 
1978 6,023 7.6 
1979 6,750 11.3 
1980 6,750 13.5 
1981 7,450 10.3 
1982 7,152 6.2 
1983 7,152 3.2 
1984 8,000 4.3 
1985 11,800 3.6 
1986 12,050 1.9 
1987 12,550 3.6 
1988 12,504 4.1 
1989 12,717 4.8 
1990 12,632 5.4 
1991 13,216 4.2 
1992 12,966 3.0 
1993 12,863 3.0 
1994 12,887 2.6 
1995 13,275 2.8 
1996 12,700 3.0 
1997 13,637 2.3 
1998 14,634 1.6 
1999 16,618 2.2 
2000 16,625 3.4 
2001 20,747 2.8 
2002 19,760 1.6 
2003 21,000 2.3 
2004 19,198 2.7 
2005 20,595 3.4 
2006 21,056 3.2 
2007 22,407 2.8 
2008 21,056 3.8 
2009 21,218 -0.4 
2010 21,352 1.6 
2011 21,352 3.2 
2012 18,470 2.1 
2013 17,504 1.5 
2014 18,091 1.6 
2015 18,091 0.1 
2016 18,294  - 
出典：US Inflation Calculator.  Co
nsumer Price Index Data from 1
913 to 2016, US Inf lation Calcu
lator,  http: / /www.usinflationcalcu
lator.com/inflation/consumer-pric
e- index-and-annual-percent-chang
es-from-1913-to-2008/ ,（ accessed 
2016-09-09）
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